
エ
ク
ア
ド
ル
国
社
会
的
弱
者
の
た
め
の
職
業
訓
練
強
化
実
施
協
議
報
告
書
（
含
　
事
前
評
価
調
査
報
告
書
）

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

独立行政法人　国際協力機構

人間開発部
人 間

J R
08-053

No.

平成 20 年10月
（2008年）

エクアドル国

社会的弱者のための職業訓練強化

実施協議報告書

（含　事前評価調査報告書）

平
成
20
年
10
月



エ
ク
ア
ド
ル
国
社
会
的
弱
者
の
た
め
の
職
業
訓
練
強
化
実
施
協
議
報
告
書
（
含
　
事
前
評
価
調
査
報
告
書
）

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

独立行政法人　国際協力機構

人間開発部

平成 20 年10月
（2008年）

エクアドル国

社会的弱者のための職業訓練強化

実施協議報告書

（含　事前評価調査報告書）

平
成
20
年
10
月



序     文 

 

エクアドル共和国は、人口の 40.8%が 1 日 2 ドル以下の所得しか持たない貧困層であり、周辺

諸国と比べ貧困率が高い。またジニ係数も 53.6 と非常に高く、貧困層と富裕層との格差が激し

いことが大きな社会問題となっている。貧困層に属する人々は社会的弱者として認識され、その

多くは安定した職についておらず充分な収入を得ていない。このため、社会的弱者の就労機会増

大を目的としてエクアドル職業能力開発機構（SECAP）による社会的弱者向け基礎技能訓練コ

ースが拡充されることとなり、2007 年より全国の SECAP 訓練センターで実施されている。しか

しながら SECAP はこれまで、産業を担う人材の育成を中心とした職業訓練を実施してきており、

社会的弱者向けの基礎技能訓練については経験が乏しいことから、我が国に技術協力プロジェク

トの要請がなされた。 
これを受けて JICA は、本プロジェクトの概要を検討するため 2008 年 5 月から 6 月に事前評

価調査団を派遣し、エクアドル国政府との間で協力計画の策定について協議を行い、同年 10 月

に討議議事録を締結した。本報告書は、同プロジェクトの要請背景および、概要や妥当性に関す

る調査・協議結果を取りまとめたものである。 
 
最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に深い感謝の意を表すると共に、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 
 
平成 20 年 10 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長  

西脇 英隆 
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全国職業訓練審議会 

CONADIS Consejo Nacional de Discapacidades 国家障害者審議会 

FASCA Fundación Asociación Católica カトリック教会基金 
FENEDIF Federación Nacional de Ecuatorianos con 

Discapacidad Física 
肢体障害者協会 
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エクアドル職業能力開発機構
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SENATI Servicio Nacional de Adiestramiento en 
Trabajo Industrial 
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第１章 実施協議の経緯と目的 
 

エクアドル国は人口の 38.3％が１日に必要な財・サービスを満たすだけの収入を得ることのでき

ない貧困層であり、都市部の失業率も約 7.4％（統計局、2007 年「就業、失業、不完全失業調査」)

と高いことなどが、社会的に大きな問題となっている。特に、先住民族、アフリカ系エクアドル人

などの少数民族はじめ、女性、障害者、難民及び移住者は社会的脆弱性が高い。これら社会的弱者

は、職についておらず安定した収入を得ていないことが多いため、職業訓練を通じた就業または起

業が求められている。 

2007 年１月に誕生したコレア政権は国家開発計画（2007 年－2010 年）の中で経済及び生産性の

改革に焦点を当て、社会的弱者向けの基礎技能訓練コースの向上のために、エクアドル職業能力開

発機構（Servicio Ecuatoriano de Capacitación Profesional: SECAP）の機能強化に取り組んでいる。 

本計画のもと、2007 年３月には全国職業訓練審議会（Consejo Nacional de Capacitación y Formación 
Profesional: CNCF）が徴収する訓練税の 30％（約 400 万ドル/年）を SECAP が実施する社会的弱者

のための基礎技能訓練に割り当てる大統領令が発布された。これにより、社会的弱者を対象とした

基礎技能訓練が拡充されることとなり、2007 年から全国の SECAP の職業訓練センターで実施が開

始されている。 

しかしながら、SECAP はこれまで産業を担う人材の育成を中心とした職業訓練を実施してきてお

り、社会的弱者を対象とした基礎技能訓練については経験に乏しく、我が国に技術協力の要請がな

された。これに伴い、本案件の妥当性を検討し、概要を決定するため、2008 年５月から６月にかけ

て事前評価調査団が派遣された。その結果、プロジェクトの概要が協議され、その内容が両国にお

いて承認されたため、同年 10 月に実施協議が行われ、討議議事録（R/D）が締結された。 
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第２章 要 約 
 

実施協議は 2008 年９月から 10 月にかけて JICA エクアドル駐在員事務所と SECAP、エクアドル

労働雇用省、およびエクアドル国際協力庁との間で行われた。協議の合意事項は討議議事録（R/D）

に取りまとめ、JICA エクアドル駐在員事務所の山口所長、SECAP の Verdesoto 総裁、Gagliardo 労働

雇用大臣、Alban 国際協力庁長官が同年 10 月２日に署名を取り交わした。その結果、本プロジェク

トは 2008 年 11 月からの３年間の予定で実施されることとなった。プロジェクトの基本計画と概要

は以下のとおりである。 

 

２－1 プロジェクト名称 

和文：社会的弱者のための職業訓練強化 

英文：Strengthening of the Occupational Training for the Vulnerable Sector 
西文：Fortalecimiento de la Formación Ocupacional para el Sector Vulnerable 

 

２－２ 協力期間 

2008 年 11 月から３年間 

 

２－３ 相手国側実施機関 

エクアドル職業能力開発機構（SECAP） 

 

２－４ プロジェクトサイト 

北部地域工業訓練センター、キト商業サービス訓練センター、キト南部総合訓練センター、アン

バト工業訓練センター、アマゾニア総合訓練センター、インバブラ総合訓練センター、クエンカ工

業訓練センター、サントドミンゴ総合訓練センター 

 

２－５ 目標 

＜上位目標＞ 

社会的弱者向けの基礎技能訓練モデル（以下、「モデル」という）が SECAP 全訓練センター（18

ヶ所）に普及し、社会的弱者向けの基礎技能訓練が実施され、社会的弱者の就労機会が増加し、生

計が向上する。 

＜プロジェクト目標＞ 

「モデル」が SECAP 本部とプロジェクト対象訓練センターで構築され、その普及体制が SECAP

本部にて確立される。 

 

２－６ 成果 

①社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、実習場が改善される。 

②社会的弱者向け基礎技能訓練コースの指導員訓練の体制が構築される。 

③社会的弱者向け基礎技能訓練コースのニーズ調査・追跡調査のシステムが確立される。 

④就労支援システムが SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターで確立される。 

⑤プロジェクトの活動のための関係機関との協力体制が構築される。 
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⑥プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制が構築される。 

 

２－７ 活動 

①－１．訓練科目のカリキュラム・教材開発、及び実習用機材整備のための実施要領を作成する。 

①－２．活動①-1 に基づき、カリキュラム及び教材を開発する。 

①－３．活動①-1 に基づき、必要な機材を SECAP 訓練センターの実習場に整備する。 

①－４．SECAP 訓練センターにおいて開発されたカリキュラム、教材、整備された機材を使用し

て基礎技能訓練コースを実施する。 

①－５．基礎技能訓練コースの評価を行う。 

①－６．評価結果に基づいてカリキュラムや教材を改訂し、基礎技能訓練コースの内容を見直す。 

①－７．以上の活動に基づき、改訂されたカリキュラムや教材、基礎技能訓練コース実施に必要

な機材について、SECAP の技術教務規程へ反映する。 

②－１．指導員訓練のための実施要領を作成する。 

②－２．指導員訓練のためのカリキュラム及び教材を開発する。 

②－３．指導員訓練コースを実施する。 

②－４．以上の活動に基づき、指導員訓練コースの実施に必要なカリキュラムや教材について、

SECAP の技術教務規程へ反映する。 

③－１．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターにおいてニーズ調査・追跡調査のための組織体

制を構築する。 

③－２．ニーズ調査・追跡調査の実施要領を作成する。 

③－３．活動③－２に基づき、SECAP 普及員がニーズ調査・追跡調査を UNHCR などの関係機関

と実施する。 

③－４．調査結果をまとめ、SECAP 訓練センターにフィードバックし、社会的弱者向け基礎技能

訓練コースに反映させる。 

③－５．以上の活動に基づき、ニーズ調査・追跡調査について SECAP の技術教務規程へ反映す

る。 

④－１．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターに就労支援のための組織体制を構築する。 

④－２．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターがマイクロクレジットに係る情報をまとめ、社

会的弱者向け基礎技能訓練コース受講生に提供する。 

④－３．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターが就労に係る情報をまとめ、社会的弱者向け基

礎技能訓練コース受講生に提供する。 

⑤－１．成果③、④に示された活動のための関係機関との委員会を設立する。 

⑤－２．以上の活動に基づき、関係機関との協力体制について「モデル｣の実施要領を作成する。 

⑥－１．SECAP 本部に「モデル」普及のための組織体制を構築する。 

⑥－２．「モデル」普及のための実施計画を作成する。 

⑥－３．同実施計画の遂行のために必要な準備を行う。 

 

２－８ 日本側投入 

協力総額 約 2.7 億円 

（１）専門家派遣 
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長期専門家３人：総括/職業訓練管理 

ニーズ・追跡調査/訓練計画 

連携活動/業務調整 

（２）供与機材 

縫製、建築、調理、機械金属、電気電子、自動車整備に係る基礎技能分野で必要とされる

訓練機材を供与する予定。 

（３）第三国からの専門家派遣（３名×１月×３年） 

上記訓練科目分野における第三国からの専門家を招聘する。 

（４）第三国での研修（３名×１月×３年） 

上記訓練科目分野で第三国での研修を実施する。 

（５）在外事業強化費 

プロジェクトの活動に必要な経費。 

 

２－９ エクアドル側投入 

（１）カウンターパートの配置 

1.1. プロジェクトダイレクター 

1.2. プロジェクトマネージャー 

1.3. 各職業訓練センターの所長 

1.4. 社会的弱者向け基礎技能訓練コースを実施する指導員 

（２）プロジェクト実施のために必要なエクアドル国側予算 

（３）施設の提供 

3.1. SECAP 訓練センターの社会的弱者向け基礎技能訓練コース実施のための教室、実習場 

3.2. 専門家の執務室及び備品 

3.3. 車輌 

（４）免税措置 

 

２－10 プロジェクト実施体制 

SECAP総裁がプロジェクトダイレクター、SECAP企画部長がプロジェクトマネージャーとなり、

日本側専門家の助言を得てプロジェクトの管理・運営にあたる。 

 

２－11 合同調整委員会 

SECAP 総裁を議長とし、プロジェクト関係者や他の関係機関の代表者がメンバーとなる合同調整

委員会（Joint Coordinating Committee : JCC）を設置し、プロジェクトの年次計画策定、モニタリン

グなどのために、少なくとも年に 1 回開催する。 
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第３章 実施協議における主要協議事項 
 

事前評価調査後、JICA 本部内で本プロジェクトの事前評価結果の合意が得られたため、2008 年９

月 28 日に SECAP と JICA エクアドル駐在員事務所の間で実施協議を行い、その後 2008 年 10 月２

日に討議議事録（R/D）の署名および交換がなされた。 

 

３－１ プロジェクト期間 

事前評価調査時においては、プロジェクトの開始を 2008 年９月としていたが、ニーズ調査の実施

及び調査結果の集計作業に当初の想定より若干時間を要したことから、実施協議においてプロジェ

クトの開始を 2008 年 11 月とし、全体期間を 2008 年 11 月から 2011 年 10 月までの３年間とするこ

ととした。 

 

３－２ 供与機材 

事前評価調査時に作成した供与機材リストは、過去のデータ等をもとにニーズ調査実施前に作成

されたものであることから、その後正式に実施されたニーズ調査の結果を踏まえて、事前評価調査

時に想定した供与機材リストの中から一部機材を変更した。 

 

３－３ PDM の活動 

事前評価調査時に作成した PDM において、活動内容の記載に一部表現の不明確な箇所があった

ため先方との協議を通じて記載を明確化したが、その内容に大きな変更はない。 

 

３－４ PDM の指標 

事前評価調査時に作成した PDM では指標が具体化されていなかったため、調査後の検討におい

て定量的・定性的に判断し得る具体的な指標を入れ、実施協議にて合意された。 
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第４章 プロジェクト実施上の留意点 
 

４－１ 関係機関との連携 

本プロジェクトの対象となる社会的弱者とは難民、障害者、少数民族、女性など様々な人々を含

んでおり、彼らに対する支援団体も数多く存在する。国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や国家

障害者審議会（Consejo Nacional de Discapacidades : CONADIS）などは、それぞれ難民や障害者に対

して就労支援活動やその後の追跡調査などを行っており、さらに社会・心理面でのサポート体制も

整っている。このような活動は、基礎技能訓練を通じた社会的弱者の生計向上を目的とする本プロ

ジェクトの活動と有機的に結び付けられるものである。したがって、本プロジェクトではこれら関

係機関と連携して効果的な基礎技能訓練の実施を目指す。 

 

４－２ プロジェクトの効率的な実施 

本プロジェクトではまずカリキュラムや教材開発を行った後に、数ヶ月の基礎技能訓練を SECAP
訓練センターで実施する。訓練の終了後、さらに数ヶ月経った時点で受講者の追跡調査を行い、調

査結果を得ることで訓練内容をさらに効果的なものにする。したがって、３年という比較的短期の

プロジェクト期間中にこれらの活動を行うためには、カリキュラムや教材開発の期間中に訓練に、

必要な機材を SECAP 訓練センターに納入しなければならない。よって、プロジェクト開始直後か

ら速やかに機材調達の手続きを行うことが重要である。 
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第１章 事前評価調査団の派遣 
 

１－１ 派遣の経緯と目的 

エクアドル国は人口の 38.3％が１日に必要な財・サービスを満たす収入を得られない貧困層であ

り、また都市部の失業率も約 7.4％（統計局、2007 年「就業、失業、不完全失業調査」)と高いこと

などが、社会的に大きな問題となっている。特に、先住民族、アフリカ系エクアドル人などの少数

民族はじめ、女性、障害者、難民及び移住者は社会的脆弱性が高い。これら社会的弱者は、職につ

いておらず安定した収入を得ていないことが多いため、職業訓練を通じた就業または起業が求めら

れている。 

2007 年１月に誕生したコレア政権は国家開発計画（2007 年－2010 年）の中で経済及び生産性の

改革に焦点を当て、社会的弱者向けの基礎技能訓練コースの向上のために、SECAP の機能強化に取

り組んでいる。 

本計画の下、2007 年３月には CNCF が徴収する訓練税の 30％（約 400 万ドル／年）を SECAP が

実施する社会的弱者のための基礎技能訓練に割り当てる大統領令が発布された。これにより、社会

的弱者を対象とした基礎技能訓練が拡充されることとなり、2007 年から全国の SECAP の職業訓練

センターで実施が開始されている。 

しかしながら、SECAP はこれまで産業を担う人材の育成を中心とした職業訓練を実施してきてお

り、社会的弱者を対象とした基礎技能訓練については経験に乏しく、我が国に技術協力の要請がな

された。これに伴い、本案件の妥当性を検討し、概要を決定するため、事前評価調査団が派遣され

た。 

 
１－２ 調査団の構成 

氏名 任務 所属 

榎下信徹 団長 JICA 専門技術嘱託 

鈴木義教 協力企画 JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ 高等・技術教育

課 

山内珠比 評価分析 八千代エンジニヤリング（株）国際事業本部社会開発部 主幹 

 
１－３ 調査日程 

日付 時間 活動 
5/18 日  鈴木団員、山内団員 キト到着 

9:30 JICA エクアドル駐在員事務所表敬 
11:00 エクアドル国際力庁（Agencia Ecuatoriana de Cooperación Internacional: AGECI）

表敬 

5/19 月 

14:00 SECAP 本部表敬 
8:30 SECAP 本部での打ち合わせ 
13:30 SECAP 本部での打ち合わせ 

5/20 火 

15:00 国際移住機関（IOM）訪問 
9:00 社会開発調整省訪問 5/21 水 

16:00 UNHCR と実施パートナー訪問 
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9:00 SECAP 本部との打ち合わせ 
14:00 CONADIS と関連機関訪問 

5/22 木 

15:30 肢体障害者協会（Federación Nacional de Ecuatorianos con Discapacidad Física: 
FENEDIF）訪問 

8:30 労働雇用省―障害者ユニット、雇用人材局就職支援部訪問 
11:00 外務省難民局訪問 
14:00 障害者保護センター（Centro de Protección para Discapacitados: CEPRODIS）訪問

5/23 金 

16:30  JICA エクアドル駐在員事務所打ち合わせ 
5/24 土  資料整理 
5/25 日  資料整理 

AM 
 

山内団員 
サントドミンゴへ移動 

AM 
 

鈴木団員 
イバラへ移動 

11:00 移民と難民に対する援助の

ためのユダヤ教組織 
（Organización Hebrea de Ayuda 

a Inmigrantes y Refugiados: 
HIAS）サントドミンゴ訪問

11:00 インバブラ総合訓練センター（Centro 
Multiple Imbabura: CMI）訪問 

12:10 カトリック教会基金 
（ Fundación Asociación 

Católica: FASCA）サンゴドミ

ンゴ訪問 

16:00 タングアリン村訪問 

5/26 月 

14:20 サントドミンゴ総合訓練セ

ンター 
（Centro Multiple Santo Domingo 

de los Colorados: CMSDC）訪問

17:00 コリーナデルスル村訪問 

9:00 サントドミンゴ県知事表敬 9:00 イバラ市長表敬 
10:30 CODESRROLLO(コデサロージョ）訪問 
11:15 零細企業開発基金（Fondo de Desarrollo 

Microempresarial: FODEMI）訪問 

11:00 

 

 

サチラ村訪問 
 
 

12:30 UNHCR, HIAS 訪問 

5/27 火 

PM キトへ移動 PM キトへ移動 

AM 山内団員テナへ移動 8:30 北部地域工業訓練センター（ Centro 
Regional de Formación Industrial del Norte: 
CERFIN）訪問 

10:00 キト商業サービス訓練センター（Centro de 
Comercio y Servicio de Quito: CCySQ）訪問

5/28 水 

13:00 アマゾニア総合訓練センタ

ー 
（Centro Multiple de la Amazonía: 

CMA）訪問 
14:00 キト南部総合訓練センター（ Centro 

Multiple Quito Sur： CMQS）訪問 
9:00 ナポ県知事訪問 9:00 SECAP との打合せ 
10:00 CMA 訪問 

5/29 木 

12:00 シンチプラ村訪問 
13:00 ミニッツドラフト作成 
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PM キトへ移動 

10:00 AGECI との会合 5/30 金 
14:30 SECAP 本部との打ち合わせ 

5/31 土  資料整理、榎下団長到着 
6/1 日  資料整理 

11:00 山内団員 
スペイン大使館訪問 

9:15 団長、鈴木団員 
JICA エクアドル駐在員事務所表敬 

10:00 エクアドル日本大使館表敬 
14:00 SECAP 本部表敬 

6/2 月 

16:00 スペイン国際開発協力庁訪

問 
15:30 労働雇用省表敬 

8:30 ミニッツ協議 
14:00 ミニッツ協議 

6/3 火 

19:00 調査団歓迎会出席 
8:30 ミニッツ協議 6/4 水 
15:30 ミニッツ署名 

6/5 木 15:00 現地 ODA タスクフォース参加 

6:30 鈴木団員ボゴタへ出発、 

11:00 コロンビア国際協力庁訪問 

6/6 金 21:52 榎下団長、山内団員 
キト出発 

14:30 コロンビア国家能力開発機構訪問 

6/7 土  機内 8:30 ボゴタ発 
6/8 日  日本到着  機内 
6/9 月    日本到着 
 
１－４ 主要面談者 

＜エクアドル政府関係＞ 
AGECI 

Anita Albán M. / 長官 
外務省 

Gonzalo González Fierro / 難民局一等書記官 
社会開発調整省 

Elizabeth Cabezas G. / 経済統合プログラム調整官 
José Martínez / 社会部門の組織改革と法制化調整官 
Diego Erazo G. De la T. / 技術専門家  

労働雇用省 
Antonio Adriano Gagliardo Valarezo / 労働雇用大臣 
Gladys Montaluisa T. / 障害者ユニット調整官  
Jorge León / 雇用人材局就職支援移民部調整官 
Ruth Mosquera / 雇用人材局就職支援移民部職員 
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サントドミンゴ県庁 
Jovanni Benites / 県知事 
Ricardo Meztanza / 県長官代理 

ナポ県庁 
Gina Sanmiguel Palacios / ナポ県知事 

イバラ市役所 
Moreno / イバラ市長 

SECAP 
Ángel M. Verdesoto Galeas / 総裁 
Leslie Núñez / 企画部長 
Aníbal Moya / 人事部長 
María Cadena / 組織開発部長 
Gabriel Ocampo / 法務部長 
Fernando Carrera / 企画部 
Miguel Zambonino / 企画部 
Gonzalo Bedoya / 技術補佐 

 
＜国際機関・二国間援助機関＞ 
UNHCR 

Marta Juárez / 代表 
Durval Martínez / プログラム・オフィサー 

UNHCR イバラ事務所 
María Verónica Espinel 
Juan Pablo Gallegos 

IOM 
Juan Fernando Borja / 持続可能調整官 

スペイン大使館 
Francisca Sánchez Chinarro / 労働社会関係顧問 
Juan José Serrano Remon / 移民セクションチーフ 

AECID 
Javier de la Cal / プログラム担当 
María Elena Palomar Torralbo / プログラム担当 

 
＜エクアドル政府関連団体＞ 
CEPRODIS 

Sonia Neacato / センター長 
CONADIS 

Ramiro Cazar / 総裁 
Diana Molina / 技術部長 
María Elena Yépez 
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María Olivia Coello 
 
＜NGO＞ 
FAS 

Gina Ayala 
FASCA 

Padre Pablo Fink 
Carlos Guacho 

HIAS/Quito 
Sabrina Lustgarten / 代表 
María Soledad Landázuri / 情報サービス調整官 

HIAS/Santo Domingo 
María Sol Velasco / 一般アシスタント 
María Fernanda Carrera / 社会福祉士 

 
＜日本大使館・JICA> 
日本大使館 

前川 征弘 / 駐エクアドル大使 
西山 愼二 / 一等書記官 

JICA エクアドル駐在員事務所 
山口 三郎 / 所長 
廣住 清 / 次長 
篠崎 尚子 / 企画調査員 
佐藤 文治 / ボランティア調整員 

 
＜その他＞ 
FENEDIF 

Xavier Torres Correa / 総裁 
FODEMI 

Luis Ríos Ramos / 総裁 

 
１－５ 団長所感 

（１）案件の背景と妥当性について 
ⅰ）エクアドル国の政策 

2007 年に発足したコレア政権は、今日の自由主義市場経済がもたらした社会的分配・格差

の是正に取り組む政治姿勢を標榜しており、発表された国家開発計画（2007－2010）の基調

にも「民主主義の名の下にすべての国民が参加できる社会メカニズムの建設」を謳い、その

思想を貫いている。斬新な同開発計画は、本プロジェクトに関連する「社会的弱者を含めた

すべての国民の職業能力開発を図り、雇用・生産の一翼を担う」という挑戦的かつ具体的な

施策を打ち出している。そして、その任を担う機関として SECAP が挙げられている。SECAP
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はまさに本案件のカウンターパーとなる機関であるが、本案件は、過去において JICA が実

施してきた職業訓練プロジェクトの成果がベースとなっており、また、ユニークなエクアド

ル国政府の政策に裏付けられた案件となっている。実は、社会的弱者を対象とした職業訓練

は試行錯誤の状態で既に昨年から着手されており、この事実が本政策の優先度を確として物

語っている。 
ⅱ）訓練の対象者 

本案件は訓練対象者を障害者、失業者、貧困層、先住民族などの社会的弱者としており、

「国はすべての人に平等に能力開発の機会を提供する義務を負う」という人間の安全保障の

精神をまさに踏まえたプロジェクトとなっている。さらにその概念にコロンビア国からの難

民を含めたところにこのプロジェクトの特異性がある。エクアドル、コロンビア両国間には

ゲリラ掃射の件で国境付近の緊張関係が続いており、その関係の中でコロンビア国からの国

際難民（エクアドル国外務省の認定で 14,000 人、認定申請中 45,000 人、推定総人数では

250,000 人）を訓練対象とした本件は、国境を超えた「人間の安全保障」を意図する案件と

して国際社会からの関心・注目を集めることにもなろう。目下、彼らに対する訓練は貧困者

を対象者としたコースの中に包含されて実施されているが、円滑な社会復帰を遂げる観点か

らすると、差別を意識させないという点で、むしろ好ましい方策かと評価される。 
ⅲ）前協力プロジェクトとの関連性 

わが国は SECAP をカウンターパートとした「職業訓練改善プロジェクト」の協力を５年

間にわたり実施し、2007 年６月に終了したところである。その成果は単にカウンターパート

への技術移転にとどまらず、モデルセンターで培われた指導要領は SECAP の技術基準とし

て規範化されるまでの評価を受け、現在、国の職業訓練制度として他センターへの普及が試

みられている。この実績への信頼感が、国への継続的な協力の希望につながり、今次の案件

要請に至ったことは紛れも無い事実である。すなわち、前回プロジェクトで確立された職業

訓練体系を踏まえた今回の社会的弱者を対象者とする特色ある案件に対しても、引き続きわ

が国の協力による成果を期待したものといえる。その意味では、協力の第二フェーズであり、

前回の実績をベースにした普及的な意味合いを持つ案件でもある。訓練対象者の変化による

訓練手法の工夫は必要ではあるが、今回の案件の、「前回養成された技術と人材の活用によっ

てコースと教材・カリキュラムの開発を図り、対象センターの運営・管理を確立する」とい

う試みには、その継続の概念が如実に表れている。従って、わが国に期待する協力も、純技

術的な分野よりもセンターの組織づくりと運営・管理への確立に向けたアドバイスにあり、

まさに前回の実績を土台とした「わが国とエクアドル国との新しい応用問題に対する共同作

業」という概念が込められた案件といえる。 

以上から、実績と信頼感に裏付けられた今回の要請案件は、エクアドル国の職業訓練分野

に引き続き新たな成果をもたらすことになり、協力の意義、案件の妥当性が高いと判断され

る。 

 
（２）案件の特異性と留意点について 

ⅰ）関係機関の多様性 

一般の職業訓練は対象者の履歴（学歴や職歴）が明瞭であり、受講者と訓練コースのマッ

チングも比較的容易になされる。また、その一連の行為は訓練機関において自己完結的に済
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ませることができる。しかしながら本案件の場合は、受講者のプロフィールが多様であり、

能力の程度も千差万別である。そのため初歩段階である受講候補者の分析と分類に労力を要

することとなる。しかしこの分類の良し悪しが適確な訓練コースや内容とのマッチングを左

右する。加えて受講者の多様性は起業や就業の多様性にも直結するので、初歩段階での分析・

分類が一定の労働市場へのアクセスにまでイメージされているかも重要である。この一連の

業務フローは、実際は訓練機関のみの所掌範囲ではなく、複数の機関にまたがっている。そ

れが、本案件の職業訓練案件としての特異性の所以であるが、このフローが円滑に流れない

場合、案件の最終成果が可視的な効果を伴うものとはならない。すなわち、本プロジェクト

は訓練という人間の能力開発に焦点を合わせた案件であるが、「受講者分析・分類」→「訓練」

→「起業・就業」という各場面で各々の機関がその役割を果たし、かつ各フェーズ間での調

整が上手く機能することが、成果を生むためには絶対に必要である。もし、単独に職業訓練

案件として取り扱うのであれば、ロジカル・フレームとしての訓練前後のフェーズは外部条

件に属するものとなる。その観点から、連携による効果・効率的なセンター運営を図るため

に諸機関との合同委員会を設けることは、高く評価されるべきことと思われる。具体的にそ

の関係機関を列記すると、難民は UNHCR、障害者は CONADIS、失業者は労働･雇用省、貧

困層と先住民族は地方自治体などが主に関与することになるが、SECAP がこれら機関との間

で調整能力を発揮し、実施機関の主役としてプロジェクト運営ができるかが問われることに

なる。 
ⅱ）プロジェクト・デザイン 

社会的弱者を訓練対象者としていかなる基準で分析・分類化し、いかなる能力開発に結び

つけるかを決定することは容易でない作業を伴う。本来、諸々の差別こそが社会的弱者の基

因といわれるだけに、能力開発の機会が均等でない状況を生むこと自体、案件として論理的

な自己矛盾に陥る。このようなジレンマを抱えるなか、どのようなコンセプトでプロジェク

トをデザインすればよいのであろうか。援助する側の援助資源は予算と時間の両面で有限で

あり、そうした物理的制約にも関わらず、費用対効果の観点から成果が担保されなくてはな

らない。このような視点から、非識字者や重度障害者などは本案件の対象者に含まれていな

い（エクアドル側のプロポーザルも同様である）。 
また、上記の通り、本案件は前プロジェクトと関連性を持っているが、プロジェクト・デ

ザインはどうあるべきなのだろうか。本案件のコンセプトが全く新しい要請案件のコンセプ

トではないこと、また、本案件の役割や意義などについては既に触れたとおりである。それ

らの事実が、プロジェクト・デザイン上の「技術移転の機関やカウンターパート」に関して

の理解に複雑さをもたらしている。即ち、わが国が社会的弱者のセンターの運営・管理体制

の確立という「制度づくり」に協力する際、どの機関がカウンターパート機関となり、どの

ような人材が従事し、また何を責務とするのかという疑問が生じる。その答えとしては、カ

ウンターパート機関として SECAP 本部の企画部があり、そこに従事する人材が「社会的弱

者向けのコースとそれに必要な教材・カリキュラムの開発（その際、わが国からの供与機材

が貢献）」という責務を担う。彼らはまさしく前プロジェクトで生まれたファーストジェネ

レーションの逸材ともいうべき存在である（前回プロジェクトで技術移転を受けた大規模セ

ンターの人材も一部参加）。本案件では新しい成果が求められ、「日・エ」双方の責務を車の

両輪のごとく相携えて展開することが期待されている。ここに前回の協力の一方通行（わが
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国専門家からカウンターパートへの技術移転型）ではない、双方向での新しい協力関係の構

図を見るのである。その構図では、カウンターパートこそがプロジェクトの主役であり、日

本側はむしろ彼らの活動を影で支える脇役的存在であると言うのが相応しい。さらに、コー

スや教材・カリキュラムの開発が、企画部主導の下にワークショップの結果を反映してなさ

れているところに特色がある。このワークショップは、対象センターの地域で同センターと

関係機関の参加の下に開催される。ではなぜ、ワークショップなのだろうか。上述したよう

に訓練対象者が余りにも多岐多様であり、対象者分析、訓練ニーズなどを把握するには１セ

ンターの能力では及ばず、地方自治体などの参加によって初めてコースのあり方が把握され

るからである。ワークショップは、均一でない対象者へのコースの決定が、参加型の対話に

よってつくられる手法であり、また過程でもあり、その果たす役割が大きく、必須なものと

なっている。このことは、現況において、特に地方センターで均一なコースのモデルを早急

に確立するのは困難であり無意味であるということ、また、社会的弱者の訓練体系を形ある

ものにしていくためには、むしろ多様なケースを蓄積しフィードバックを重ねることが得策

であるということを示唆している。 
 
（３） 協議の総括について 

ミニッツ締結に至る協議では、当方案に沿った形で迅速な合意が得られた。これ程、協力

開始の前に両者の思いが一致している案件を私の経験では知らない。この事実こそが、

SECAP との間で信頼関係が築かれていることを如実に語っている。労働･雇用大臣は歓迎レ

セプションの席で、「日本の協力は静かで、大きな宣伝はないが、その成果には目を見張るも

のがある」と評してくれた。今回の協力案件が前回プロジェクトの成果に加え、さらにわが

国とエクアドル国の友好のシンボルになることを切に願うものである。 
今回の調査を通しての全くの私的所感であるが、「現地調査というフィールドワークは、抽

象的な“あるべき論”が現場における事実確認を通じて“ありうる論”として、実施可能な

コンセプトに至ることに大いなる意味を有している。つまり、アイデアは現場を踏まえたコ

ンセプトづくりによって初めて意味をなし、そのようなコンセプトこそ、実施プロセスに成

果への道を確信させてくれるものがある」。この摂理を今回も重く受け止めた調査であった。 
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第２章 事業実施の背景 
 

２－１ 社会経済概況 

エクアドル国の人口はおよそ 13 百万人で、その多くが都市部に居住している。国民１人あたりの

GNI は 2006 年時点で 2,870 ドルとなっており、中所得国に分類される。その他のエクアドル国の

主要指標は、以下の通りである。 
なお、2006 年のエクアドル国の経済成長率は 3.9％であったが、輸出の減少と投資の伸び悩みの

ため、2007 年前半の対前年同期比成長率は 1.3％であった。 

 
表１．エクアドル国の主要指標 

国土面積  260,796km2 

土地利用（全面積の割合） 農牧業利用 80,273km2 (30.8％) 

 農牧業外利用 180,524km2 (69.2％) 

人口 人口推計値（2006 年） 13.4 百万人 

 人口増加率（1990～2001 年） 2.1％ 

 合計特殊出生率（2005 年） 2.6 人 

 男性人口（2001 年） 6.0 百万人 (49.5％) 

 女性人口（2001 年） 6.1 百万人 (50.5％) 

 都市部（2001 年） 7.4 百万人(61.1％) 

 農村部（2001 年） 4.7 百万人 (38.9％) 

 非識字率 (2001 年） 7.40％ 

 経済活動人口（2001 年） 約 4.6 百万人 

 失業率（2007 年６月） 7.4％ 

 不完全失業率（2007 年６月） 53.9％ 

経済 GNI（2006 年) US$385 億 

 1 人当たりの GNI（2006 年） US$2,870  

 2007 年輸入額* US$11,158.95（百万) 

 2007 年輸出額* US$12,477.56（百万) 

 2007 年貿易収支* US$1,318.60（百万） 

 年間インフレ率（2008 年２月） 5.10％ 

国家予算 2008 年度政府予算 US$13,313（百万) 

 GNI に対する対外債務（2005 年） 49.6％ 

出典：VI Censo de Poblacion, V de Vivienda (SIISE 3.5)（人口増加率、人口の数、非識字率、経済活動人口), III Censo Nacional 
Agropecuario（国土面積、土地利用）, Banco Central del Ecuador（輸入額、輸出額、貿易収支）、Sobre Informe de Desarrollo Humano 
(UNDP, Ecuador, 1999)、INEC, 2007、 就業、失業、不完全失業調査（失業率、不完全失業率）、在エクアドル日本大使館ホ

ームページ（インフレ率）、世銀ウェブサイト（人口推計、合計特殊出生率、GNI、GNI に対する対外債務） 
* 1~11 月   
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エクアドル国は 24 の県（Provincia）を持ち、その下に郡（Cantón）があり、さらに最小行政単位

としての地区（Parroquia）がある。なお、地区はいくつかのコミュニティから形成される。 
各県の県庁所在地には、一般選挙で選出される議員から構成される県議会（Consejo Provincial）

が存在する。県議会は、同じく一般選挙で選ばれる県知事（Prefecto）により率いられる。なお、県

知事の権限は、予算分野も含め県議会よりも大きい。 
郡の自治組織は Municipio と呼ばれ、市と同義語となっている。一般選挙で選ばれる市長（Alcalde）

を長とする市議会が自治の決定権を持つ。また、市は社会インフラの整備などに重要な位置を占め

ており、上下水道の整備・管理は基本的には市の管轄となっている。また、市は地区（Parroquia）
によって構成され、地区は各々区評議会（Junta Parroquial）を有している。 

 
２－２ 貧困状況 

貧困率はエクアドル国家統計局（Instituto Nacional de Estadística y Censos: INEC）が 2005‐2006 年

に実施した第５回生活状況調査で、全国平均で 38.3％となっている。貧困ラインを一定期間に必要

な財・サービスの基礎バスケットの１人分の価格と定義し、このライン以下の層を消費貧困層とみ

なしている。また、極貧ラインを１日に必要な最低限の栄養（2,141 キロカロリー）を満たすため

に要する１人分のコストと定義し、このラインに到達しない層を極貧層とみなしている。 

消費貧困率は 1995 年から 1998 年、1999 年にかけて上昇している。これは 1998 年からの金融危

機と通貨危機、それに伴うインフレの高騰等の影響を受けたものであるが、2000 年の通貨のドル化

導入以降少しずつ回復し、2006 年には 1995 年の水準を回復した。 

 

図１．消費貧困率、極貧率 
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出典：INEC, 2005-6, 第５回生活状況調査 

 
また、2006 年の所得分配について見ると、1995 年に比し、最富裕層 10％の分配率は 3.4％上昇、

最貧層 10％の分配率は 0.2％減（ジニ係数 0.03 増）となり、消費貧困率が減少傾向にあっても、所

得分配は不平等化してきている。 

農村部では、住民の 61.5％が貧困状態にあり、26.9％が極貧層である。また山岳地帯の農村部の

諸州は、貧困の度合いが大きい。2001 年の国勢調査によれば、５歳以下の幼児の 45.1％が栄養失調

状態にあり、当該年齢としての正常な体重を下回っているが、これは特に農村人口の多い県に顕著
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であり、60％前後にも達する県が９つも存在する。同様に 5 歳未満児死亡率についても、農村人口

の多い県が全国平均の 24.8％の２倍前後と高い率を示している。15 歳以上の非識字率に関しても、

全国平均の９％を上回っているのは、山岳地帯における農村人口の多い県に集中している。 

県別では、2005-2006 年のボリーバル県では消費貧困率 60.6％、基本的ニーズの非充足度を基に

した必要最低限貧困指数が 73.6％と最も高くなっており、チンボラソ県、エスメラルダス県、ロス・

リオス県が上位となっている。なお、ピチンチャ県、アスアイ県、エル・オロ県については、消費

貧困率が低く、基本的ニーズの充足度が高い上位 3 県となっている（図２）。 

 
図２． 県別*貧困分布(消費による)** 

 

 
出典：INEC, 2005-6, ‘第 5 回生活状況調査(ECV)’ 
*アマゾン地域だけは一括している。 
**数字は貧困率を表している。 

 
地域別に見ると、貧困率はアマゾン地域や国境地域及び中央部、沿岸部で高く、都市部（ピチン
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チャ県、グアヤス県）の２倍にも達している。また貧困の背景となっている問題は、社会保障制度

の不備、富の再分配機能不足、耕作環境の悪条件、インフラ整備の遅れ、民間投資の不足、乏しい

教育機会といった社会構造の問題、個人レベルでは失業や低賃金によるものである。 
これに対してコレア政権は、インフラ整備、教育の拡充（学校整備、指導員の増員、制服の無料

配布等）、貧困層に対する支援（貧困クーポン、社会クーポンなどの配布）、若年層の失業対策（就

職支援、６ヶ月間の給与負担）などの対策を講じている。その一環として社会的弱者への無料基礎

技能訓練コースの実施が打ち出された。 
 
２－３ 社会的弱者 

以下にエクアドルの社会的弱者のうち、難民、障害者、失業者、少数民族についてその特徴と地

域分布を見る。 
ⅰ）難民 

1985 年以降、コロンビアにおいて政府対左翼ゲリラ、左翼ゲリラ対パラミリタリー（極右不

正規民兵組織）の抗争が国内各地で頻発した。さらに 90 年代初頭の大規模麻薬カルテルの消滅

により、左翼ゲリラ及びパラミリタリーが麻薬を資金源として勢力を拡大したため紛争が激化

し国内避難民が発生した。一方で、国外へ流出する難民も多数おり、その一部が隣国であるエ

クアドルに逃れてきている。また、1980 年代のペルーにおける内戦的状況以降、同国からの難

民も流入した。 
エクアドルにおける難民の数については、表２のとおりとなっている。難民は 2008 年３月現

在 17,429 人（認定者）おり、庇護申請者は 58,455 人、申請拒否者は 21,534 人いる。外務省難

民局の説明によると、2009 年５月までにコロンビア国境地帯に在住のコロンビア人約５万人を

難民として認定する予定である。 

 
表２．エクアドルにおける難民 

年 難民認定申請者 難民認定者 難民認定拒否者 難民認定失効者 

2000 475 390 60  

2001 3,017 1,406 394 999 

2002 6,766 1,578 1,199 1,586 

2003 11,463 3,270 4,392 3,606 

2004 7,935 2,420 4,200 1,930 

2005 7,091 2,435 2,673 1,312 

2006 7,638 2,026 2,691 2 

2007 11,306 2,882 4,299 0 

2008（3 月） 2,764 1,022 1,626 0 

2000-2008 58,455 17,429 21,534 9,435 

出典:エクアドル外務省難民局資料 

 
難民の主な分布は表３のように、ピチンチャ県に約半分が住んでいる。そのうち本案件では難民

認定者約 17,400 人、難民申請を行っている約 58,450 人を対象とする。 
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表３．地域別難民分布 

 ピチンチャ スクンビオス インバブラ/カルチ アスアイ エスメラルダス

対全難民比率(％) 54.50 15.70 15.20 9.50 4.50 

出典：UNHCR エクアドル事務所「難民統計 2006 年 4 月」 

 
ⅱ）障害者1 

障害者人口は全人口の 12.1％（2004 年、CONADIS）で、約 160 万人存在する。ロッハ県、

カルチ県に多い（それぞれ人口の 18.2％、16.1％）が、おしなべて地域的な差は無い。うち、

女性は約 83 万人、男性は約 78 万人である。 

 
表４．各県別障害者人口・全人口比率（2004 年） 

 県 障害者人口 全人口比率(％)

アスアイ 97,799 14.6  

ボリバール 27,606 15.5  

カニャール 32,589 14.8  

カルチ 26,052 16.1  

コトパクシ 50,378 13.2  

チンボラソ 55,287 12.9  

エルオロ 73,421 12.7  

エスメラルダス 54,302 12.9  

グアヤス 351,733 9.7  

インバブラ 49,865 13.2  

ロッハ 77,698 18.2  

ロスリオス 71,948 10.1  

マナビ 181,508 14.2  

モロナサンティアー

ゴ 
19,620 13.5  

ナポ 9,908 12.1  

パスタサ 7,189 10.1  

ピチンチャ 314,557 12.1  

トゥングラウア 62,748 13.1  

サモラチンチペ 8,487 8.0  

スクンビオス 19,120 14.0  

オレジャーナ 5,883 7.3  

その他地域 10,637 12.2  

全国 1,608,335 12.14  

出典：CONADIS, 2005, エクアドル：数字で見る障害 

                                                  
1 知的障害者を含む。 
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iii）失業者 
都市部の平均失業率は 7.4％で、不完全失業率は 53.9％である（統計局、2007 年６月）。し

かし、定義の違いなどのため、統計調査により若干の数値の差が見られる。また、農村部は農

業従事者などの就業・失業の判定が難しいため、データが無い。地域間で見ると、大都市グア

ヤキルのある沿岸地域の失業率が高くなっているが、山岳地域、アマゾン地域にほとんど差は

無い。また一般に女性の失業率（都市部平均 8.6％）が男性のそれ（6.5％）より高い。 

 
表５．地域別失業率、就業率、不完全失業率 

 失業率 就業率 内不完全失業率* 内潜在的不完全失業率** 

全国 7.4 92.6 12.4 41.5 

キト 5.9 94.1 8.6 38.3 

グアヤキル 8.8 91.2 12.2 37.1 

クエンカ 5.6 94.4 9.4 41.4 

マチャラ 6.3 93.7 13.8 49.0 

アンバト 4.2 95.8 7.1 43.3 

山岳地域都市部 6.1 93.9 12.0 49.2 

沿岸地域都市部 8.6 91.4 16.0 40.5 

アマゾン地域都市部 5.7 94.3 11.5 47.9 

*就労しているものの、十分な収入を得ていない者の割合。 
**家庭内労働や農作業など、何らかの職はあるものの十分な収入を得ておらず、且つ明確に不完全失業率に数値が反映されない者

の割合。 
出典：INEC, 2007, 就業、失業、不完全失業調査 

 
ⅳ）少数民族 

一般にエクアドル国民の先住民族の割合は高い（約 40％）と言われているが、統計調査では

約 6.7％と低く、これは自らを先住民族と名乗らない人々が多いためとも言われている。彼ら

の多くが貧困層であり、山岳地帯に居住している。 

また、アフリカ系エクアドル人は沿岸部（特にエスメラルダス県）に多い。 

なお、これら少数民族については分類が難しいため、本プロジェクトでは民族に関らず貧困

層に属する人を対象者とする。 

 
表６．各県別少数民族人口（2008 年） 

 県 全体人口 先住民族(％) アフリカ系エク

アドル人(％) 

1 アスアイ 691,054 3.03 0.28 

2 ボリバール 181,606 21.53 0.37 

3 カニャール 228,702 14.19 0.50 

4 カルチ 167,928 2.64 3.34 

5 チンボラソ 449,270 32.54 0.2 

6 インバブラ 406,317 22.74 3.13 

7 ロッハ 437,742 2.76 0.28 
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8 コトパクシ 408,473 21.23 0.27 

9 ピチンチャ 2,421,183 3.99 1.29 

10 サントドミンゴ 326,581 4.11 1.28 

11 トゥングラウア 510,894 13.11 0.33 

12 エルオロ 620,138 1.06 1.77 

13 エスメラルダス 501,988 2.45 24.40 

14 グアヤス 3,393,262 1.29 2.53 

15 ロスリオス 755,418 0.82 1.95 

16 サンタエレーナ 263,828 1.19 2.12 

17 マナビ 1,331,150 0.53 1.15 

18 モロナサンティアーゴ 133,316 36.25 0.23 

19 ナポ 98,485 50.56 0.55 

20 オレジャーナ 114,537 28.71 1.72 

21 パスタサ 77,849 34.31 0.41 

22 スクンビオス 168,722 9.52 2.78 

23 サモラチンチペ 86,590 10.72 0.28 

24 ガラパゴス 23,298 3.94 1.39 

25 制限されない地域 33,762 0.86 2.79 

合計（平均） 13,832,093 6.67 2.21 

出典：INEC, 2001, 第６回国勢調査 
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第３章 社会的弱者のための基礎技能訓練の状況 
 

３－１ 政策 

エクアドルでは、2007 年に発布された政令第 221 号で、社会的弱者への恒常的な基礎技能訓練を

通じて失業を減らすことに取り組むことが定められ、これまで社会的、経済的に疎外されていた人々

が能力を強化し、生活の質を改善するための取り組みが開始されることになった。 

この政令第 221 号により、失業者や障害者などの社会的弱者向けの基礎技能訓練コースが無料で

提供されることとなり、SECAP で 2007 年より開講されている。 

 
３－２ 組織 

SECAP は本部と６つの大規模訓練センター、12 の小規模訓練センター、13 の出張所からなる。

SECAP 本部と訓練センターの組織図は以下のようになっている。本プロジェクトでは支援部門にあ

る企画部を直接のカウンターパートとして案件を実施する。 

 
図３．SECAP 組織図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
訓練部門 

職業訓練センター 
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管理部門 
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理 

 
支援部門 

協議部 支援部 

―法律顧問 
―企画部 
―監事 

人事管理 総務管理 
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図４．訓練センター組織図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３－３ SECAP の人員 

全国で SECAP の職員は 436 人おり、273 人の事務職員と 163 人の指導員がいる。社会的弱者向け

の訓練プログラムのために 2007 年に新たに 79 人の職員が雇用された。 
 

表７．SECAP 全体及び本部職員数 

（１）SECAP 全体 

2005 年末 2006 年末 2007 年末  

事務職員 指導員 事務職員 指導員 事務職員 指導員 
備 考 

職員数 180 124 183 124 273 163 

計 304 307 436 

長期契約職員含む。 

注：１．2007 年に、出張所が増設されると共に社会的弱者のための職業訓練コースが開始されたため職員が大幅増員された。 
２．事務職員に社会的弱者の職業訓練のための普及員を含む。 

 

（２）SECAP 本部（2008 年３月末現在） 

部  署  名  

総裁室 企画部 総務部 人材部 法務室 監査室
備 考 

職員数 3 26 27 5 5 1 

計 
67 

企画部に、キト市内の

社会的弱者の訓練コー

ス普及員 12 名含む。 

 出典：SECAP 資料 

  管理部門 

 センター所長 

訓練部門 

訓練管理係

渉外 

カリキュラム開発

職業訓練
実施部門 

 支援部門 

総務・経理係 総務担当 

経理担当 

職業訓練の運営管理 
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３－４ 社会的弱者向け基礎技能訓練の年間予算 

前述の政令第 221 号により、社会的弱者の職業訓練予算として、CNCF が徴収する労働税の 30％

を SECAP が実施する社会的弱者のための無料訓練コースに充てることが定められ、昨年は約５百

万米ドルが計上された。今後毎年この金額が社会的弱者向け職業訓練費用として支給されることに

なる予定である。 

また、2007 年の政令第 280 号により 2000 年８月から 2007 年３月に CＮCＦが徴収し、消化され

ていない予算の 30％を SECAP が実施する正規訓練（労働税を納めている労働者の向上訓練）と社

会的弱者のための訓練コースにあてることが決められている。そこで、上の５百万米ドルに加えて、

SECAP の社会的弱者の職業訓練のための年間予算は 2007 年度には約 10.4 百万米ドルとなり、車両

の購入、センターの整備、一部工具等の購入に充てた。2008 年は、前年度の余剰金をセンターの整

備費などに充てる予定である。2009 年以降は、SECAP の正規予算又は社会的弱者の職業訓練予算

に、センターの整備費、機材の購入費等を計上する予定である。 

 
表８．SECAP 社会的弱者の職業訓練年間予算 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：SECAP 資料 

2006 2007 2008

警備、掃除費等 0 502,917 50,000

資本財費 0 2,877,663 0

75,000

予　算
年　度

歳　入

歳　出

合　　計 0 10,411,478 5,100,000

賃貸費

その他 0 0

0

290,689

0

公共サービス 0

保険、税金

広報費

0 117,695 50,000

建物、機材等の維持管理費

教材費 0 642,172 1,300,000

維持管理費 0 818,641 100,000

消耗品費 0 1,192,605 350,000

情報関連ソフト開発費 0 141,678 0

機材、什器、車両購入

319,612 50,000 建物、機材の賃貸費

502,917 50,000

124,000

実習用資材含む

584,609 50,000

2,420,280 2,901,000 契約職員、常勤指導員の謝金

備　　　　考

合　　計 0 10,411,478 5,100,000

人件費 0

出張旅費 0

CNCF予算移譲 0 10,411,478 5,100,000

予算科目

単位: 米ドル
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３－５ 訓練対象者 

政令 221 号では失業者や障害者などが社会的弱者向けの無料訓練コースに参加資格があると定め

ているが、本プロジェクトはその中で、最貧困層 40％2に属し、スペイン語の読み書きが出来る人

を対象とする。これは、基礎技能訓練を受けるには、最低限読み書きが出来なければならないから

である。なお、15 歳以上で読み書きが出来る人は都市部で 95.1％、農村地域で 82.9％である。 

また、同政令では様々な社会的弱者のカテゴリーを設けているが、ここにそれぞれの社会的弱者の

受講要件を記す。 

難民については、難民認定を受けている人、認定申請をしている人が対象となる。 

障害者については、本案件の対象分野の職業訓練を受けられる程度の軽度の障害であり、且つ知

的障害者ではない人々が対象となる。知的障害者については、訓練実施の際に危険な作業を伴うこ

とがあるために、対象外とする。なお、重度の障害者については CEPRODIS が職業訓練を行なって

いる。 

先住民族は統計調査による把握が難しい（先住民族と名乗らない人が多いので、統計調査でのデ

ータがまちまち）のと、本プロジェクトの対象訓練コースは、先住民族の言語ではなく、スペイン

語で行なうため、先住民族として特別の配慮は不要と考え、一般エクアドル人とみなすこととする。

従って、先住民族のうち、ここに挙げるその他のカテゴリーに属する人々を対象とする。 

若年層については、エクアドルの法律では 12 歳から 18 歳を若年層と定義づけられているが、中

等学校卒業が 15 歳であるため、本基礎技能訓練への参加資格は 16 歳以上と位置づける。 

小農については、実習場の確保や交通費の面から農村で長期訓練を行なうことが難しく、また、

訓練後の就職の際に都市部で定住先を探すことなどが困難であるため、対象から外す。ただし、都

市部に出稼ぎに出ている多くの「元小農」については訓練の対象とする。なお、本プロジェクトで

は扱わないが、小農の職業訓練については SECAP の社会的弱者訓練コースの中に農業コースがあ

り、また、農業牧畜漁業省も農民に対して農業技術の訓練を行なっている。 

受刑者については、安全の確保の観点から本プロジェクトでは取り扱わない。なお、SECAP は既

に受刑者を対象とした社会的弱者訓練コースを実施している。 

妊産婦については、訓練を受講できる程度の身体的自由がきくあいだ、受講できる。 

自然災害により危機に直面している人々については、様々な災害が起こりうるため、数としては

把握できない。そのため、本プロジェクトでは特に対象とはしない。 

 
表９．社会的弱者向け基礎技能訓練対象人口 

対象人口 基礎技能訓練対象人口 
難民(認定者、2007 年)*1 約 17,400 人 

障害者*2 約 1,600,000 人 

失業者および不完全失業者（都市部）*3 約 338,000 人 

若者（16 歳以上 18 歳以下*）*4 約 758,000 人 

農民共同体メンバー*5 56,562 人 

手工芸従事者および徒弟 データ無し 

妊産婦*6 約 300,000 人 

                                                  
2 世銀などによる社会プログラム（人間開発クーポンなど）で使用されている福祉指標（SelBen）を基準とする。 
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小農（所有面積が 5ha 以下の農牧生産単位）*7 約 3,000,000 人 

受刑者*8 17,024 人 

自然災害により危機に瀕している人々 不明 

家庭内サービス労働者(都市部)*9 167,422 人 

*エクアドルの法律では若者は 12 歳~18 歳となっているが、15 歳が中等学校の卒業の歳のため、16 歳以上としている。 
出典：*1.外務省難民局からの資料 

*2.INEC-CONADIS, 2005, エクアドル：数字で見る障害 
*3.INEC, 2007, 就業、失業、不完全失業調査  
*4.INEC, 2001, 第 6 回国勢調査 
*5. MAG, SICA, ‘El Productor Agropecuario y su Entorno’ 2003 で組織加入農民の数。 
*6. 過去 1 年間に出産された子供の数。乳幼児死亡率は 1000 出生児につき 23 人。UNICEF, 2006, 世界の子供の状態 2006  
*7 Manuel Chiriboga, ‘El sector agropecuario y rural de Ecuador’, Rafael Quintero Lopez, Erika silva Charvet 編著、2005、’Hacia 

un modelo alternativo de desarrollo historico’ 
*8.国家社会リハビリ局, 2008, http://dnrs.gov.ec 
*9.INEC, 2007, 就業、失業、不完全失業調査 

 
３－６ 社会的弱者向け基礎技能訓練の状況と課題 

政令 221 号に基づき、SECAP は 2007 年より社会的弱者の訓練コースを実施しているが、このプ

ログラムの 2007 年の受講者は全国で 14,000 人で、工業、商業、サービスセクターで 700 コースを

実施した。訓練コース数・受講者数は以下の通りである。 

 
SECAP 全体 

社会的弱者向け 

基礎技能訓練 

 

コース数 受講者数 

2007年実績 700 14,000 

2008年計画 1,400 28,000 

出典：SECAP 資料 

 
社会的弱者向け基礎技能訓練の現在の課題 
 現行のコースについては以下のような問題が見られる。 

①カリキュラム及び教材の不備：大半の訓練センターがカリキュラム及び教材を有していない、

または有していたとしても内容に不備がある。また、内容が統一されていない。 
②実習用機材の不備：実習用機材無しで訓練コースを実施している。 
③指導員の質の問題：指導員の大半が指導技法を身につけていない。 
④コース内容の問題：現行のコースは 45 時間のモジュールであるが、これでは十分な訓練が施さ

れない。 
⑤就労支援問題：コース受講者に対する就労支援活動が行われていない。 
⑥連携活動問題：特に難民及び障害者については他機関と連携して訓練を実施しているもののい

ずれもシステム的でない。 
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第４章 プロジェクトの基本計画 
 

４－１ プロジェクトの基本方針 

 本プロジェクトでは、エクアドル国の SECAP において、難民や障害者などの社会的弱者向けの

基礎技能訓練モデルと普及体制が構築されることを目的とする。そのため、社会的弱者のニーズに

合致したカリキュラム・教材の開発、実習用機材の整備、指導員の質の向上、就労支援及び社会的

弱者を支援する関係機関との協働体制の構築をプロジェクトで目指し、社会的弱者向け基礎技能訓

練モデルを確立する。 
なお、基礎技能訓練コースの受講生は難民、障害者、失業者、その他を合わせて３年間で約 7,000

人を想定している。 
 
４－２ 協力内容 

１）プロジェクトタイトル 
本事前評価調査の結果、プロジェクト名を以下のとおり変更することで SECAP と合意した。 
和：社会的弱者のための職業訓練強化プロジェクト 
英：Strengthening of the occupational training for the vulnerable sector 
西：Fortalecimiento de la formación ocupacional para el sector vulnerable 

 
２）協力期間 

2008 年 10 月より３年間 

 
３）上位目標 

「モデル」が SECAP 全訓練センター（18 ヶ所）に普及し、社会的弱者向けの基礎技能訓練

が実施され、社会的弱者の就労機会が増加し、生計が向上する。 
 

４）プロジェクト目標 
社会的弱者向けの基礎技能訓練モデル（以下、「モデル」という）が SECAP 本部とプロジェ

クト対象訓練センターで構築され、その普及体制が SECAP 本部にて確立される。 
 
５）成果及び主な活動 

成果及び主な活動は以下の通りである。 
 
成果① 社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、実習場が改善される。 
＜主な活動＞ 

①－１．訓練科目のカリキュラム及び教材の開発のための実施要領を作成する。 
①－２．活動①－１に基づき、カリキュラム及び教材を開発する。 
①－３．必要な機材を SECAP 訓練センターの実習場に整備する。 
①－４．SECAP 訓練センターにおいて開発されたカリキュラム、教材、整備された機材を使用し

て基礎技能訓練コースを実施する。 
①－５．基礎技能訓練コースの評価を行う。 
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①－６．評価結果に基づいてカリキュラムや教材を改訂し、基礎技能訓練コースの内容を見直す。 
①－７．以上の活動に基づき、改訂されたカリキュラムや教材、基礎技能訓練コース実施に必要

な機材について、SECAP の技術教務規程へ反映し、「モデル」の実施要領を作成する。 
 

成果② 社会的弱者向け基礎技能訓練コースの指導員訓練の体制が構築される。 
＜主な活動＞ 

②－１．指導員訓練のための実施要領を作成する。 
②－２．指導員訓練のためのカリキュラム及び教材を開発する。 
②－３．指導員訓練コースを実施する。 
②－４．以上の活動に基づき、指導員訓練コースの実施に必要なカリキュラムや教材について、

SECAP の技術教務規程へ反映し、「モデル」の実施要領を作成する。 
 
成果③ 社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのニーズ調査・追跡調査のシステムが確立される。 
＜主な活動＞ 

③－１．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターにおいてニーズ調査・追跡調査のための組織体

制を構築する。 
③－２．ニーズ調査・追跡調査の実施要領を作成する。 
③－３．活動③－２に基づき、SECAP 普及員がニーズ調査・追跡調査を UNHCR などの関係機関

と実施する。 
③－４．調査結果をまとめ、SECAP 訓練センターにフィードバックし、社会的弱者向け基礎技能

訓練コースに反映させる。 
③－５．以上の活動に基づき、ニーズ調査・追跡調査について SECAP の技術教務規程へ反映し、

「モデル」の実施要領を作成する。 
 
成果④ 就労支援システムが SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターで確立される。 
＜主な活動＞ 

④－１．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターに就労支援のための組織体制を構築する。 
④－２．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターがマイクロクレジットに係る情報をまとめ、社

会的弱者向け基礎技能訓練コース受講生に提供する。 
④－３．SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターが就労に係る情報をまとめ、社会的弱者向け基

礎技能訓練コース受講生に提供する。 
④－４．以上の活動に基づき、就労支援について、「モデル」の実施要領を作成する。 

 
成果⑤ プロジェクトの活動のための関係機関との協力体制が構築される。 
＜主な活動＞ 

⑤－１．成果③、④に示された活動のための関係機関との委員会を設立する。 
⑤－２．基礎技能訓練コース受講生選考のための関係機関との委員会を設立する。 
⑤－３．以上の活動に基づき、関係機関との協力体制について「モデル｣の実施要領を作成する。 
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成果⑥ プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制が構築される。 
＜主な活動＞ 

⑥－１．SECAP 本部に「モデル」普及のための組織体制を構築する。 
⑥－２「モデル」普及のための実施計画を作成する。 
⑥－３．同実施計画の遂行のために必要なリソースの確保に向けた準備を行う。 
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４－３ 投入計画 

（１）日本人専門家 
＜長期専門家＞ 

総量は 96～108 人月程度で全て現地での活動となる。 
訓練対象人口が多岐にわたるため、関係機関も多く、調整業務が重要となる。難民については

UNHCR とそのパートナー、障害者については CONADIS とその傘下にある機関、失業者について

は労働雇用省就職支援課との連携となる。そのため、専門家については、連携活動・調整にかかる

業務が多いため、１）チーフアドバイザー/職業訓練管理、２）ニーズ調査及び追跡調査などを行う

専門家のほかに、３）業務調整員/連携活動の配置が必要である。それぞれ以下のような役割を負う。 
 

①チーフアドバイザー/職業訓練管理 
１．プロジェクトの技術面、運営管理面に関する指導。 
２．訓練コースの運営管理面に関する指導。 
３．カリキュラム、教材開発に関する指導。 
４．訓練コースの監修に関する指導。 
５．プロジェクトの評価に関する準備、指導。 
６．指導員の訓練に関する指導。 
７．技術教務規定の見直しに係る指導。 
８．他専門家に対する助言支援。 

 
②ニーズ調査及び追跡調査/訓練計画 

１．ニーズ調査及び追跡調査に係る指導、分析。 
２．就労支援に関する指導。 
３．各種ワークショップの企画、管理。 
４．各種手法の普及に係る指導。 
５．実習場の整備に係る指導。 

 
③業務調整/連携活動 

１．プロジェクトの予算の管理調整。 
２．供与機材の調達管理。 
３．各種委員会の運営管理。 
４．外部機関との連携活動に係る調整、指導。 
５．JICA 事務所との調整業務。 
６．プロジェクトの円滑実施に係る業務。 
７．プロジェクトの広報活動の実施。 

 
（２）第三国からの専門家 

対象分野の基礎技能技術に関する技術移転や教材作成は SECAP の指導員が行うが、不足する

部分については第三国からの専門家が行う。指導員の分野・人数は、案件開始前に SECAP によ

り行われるニーズ調査の結果により決定する。 
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４－４ 訓練対象分野 

現在予定している社会的弱者訓練の訓練対象分野は以下の通りである。但し、これはプロジェク

ト開始前に行うニーズ調査に基づき最終決定される。 
 

①縫製 
②建築 
③調理 
④機械金属 
⑤電気・電子 
⑥自動車整備 

 
４－５ 機材供与 

 本プロジェクトの実施に必要と想定される主な機材は以下の通りである。ただし、本プロジェク

ト開始前に SECAP により行われるニーズ調査の結果に基づき機材も最終決定される。 
 
主要機材リスト 
 
縫製 

１．本縫いミシン 
２．ボタンホールミシン 
３．環縫いミシン 
４．ロックミシン 

 
建築 

１．コンクリートミキサー 
２．コンクリート振動機 
３．パイプマシン 
４．シャーリングマシン 

 
調理 

１．業務用ガスレンジ 
２．業務用冷蔵庫 
３．フードプロセッサー 
４．ベーカリーオーブン 
５．パンこね機 

 
機械金属 

１．溶接機 
２．工業用グラインダー 
３．シャーリングマシン 
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４．ガス切断機 
５．アルミ切断機 

 
電気・電子 

１．アセチレン溶接機 
２．電子アラーム 
３．回路トレーナー 
４．マルチメーター 

 
自動車整備 

１．モーター 
２．コンプレッサー 
３．タイヤチェンジャー 
４．アライメントテスター 
５．ホイールバランサー 

 
４－６ 第三国での研修 

 SECAP 指導員の技術力と社会的弱者訓練の知識向上、指導技法向上のため、第三国研修を実施す

る。 
 
４－７ 協力スケジュール 

 本技術協力プロジェクトの実施スケジュールを以下に示す。協力期間は３年間とする。 
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４－８ 五項目評価 

（１）妥当性：高い 
ⅰ）政策・国家開発計画との整合性 

2007 年に発足したコレア政権では、国家開発計画（2007－2010）の中で、「社会的弱者を

含む全ての国民の職業能力開発を図り、雇用・生産の一翼を担う」と謳われており、その任

を担う機関として SECAP が挙げられている。また、社会的弱者を対象とした基礎技能訓練

は昨年から開始されており、まさに本政策の優先度を示している。 

 
ⅱ）案件の適切性 

本プロジェクトでは、基礎技能訓練コースの受講対象者を貧困層に属する難民、障害者、

失業者、先住民などの社会的弱者としており、人間の安全保障を踏まえたプロジェクトとな

っている。難民や障害者に対する訓練も基礎技能訓練コースの中に包含されて実施されてお

り、エクアドル社会への融和を促進させる方策となっている。 

 
ⅲ）協力対象訓練センター選定の適切性 

本プロジェクトの協力対象訓練センター（８ヶ所）は、いずれも社会的弱者の多い地域に

所在するセンターである。また、エクアドル国は北部、中央部、沿岸部、アマゾン部と分け

られるが、それぞれの地域で中心となるセンターが一つずつ選定されるのに加えて、キトな

どの大都市にあるセンターが選定され、国全体でのバランスが考えられている。 

 
iv）国別事業実施計画との整合性 

JICA の対エクアドル国国別事業実施計画では、「貧困対策」が重点分野となっている。本

プロジェクトでは社会的弱者が基礎技能訓練を通じて就労の機会を得て、生計が向上するこ

とにより、貧困削減を目指す。従って、本プロジェクトは JICA の対エクアドル支援策に合

致している。 

 
（２）有効性：高い 

本プロジェクトの目標は、社会的弱者向けの基礎技能訓練モデルとその普及体制が SECAP 本

部、及び SECAP 訓練センターに構築されることである。このモデル構築のために、以下の成果

の発現を目指す。 
・社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、実習場が改善される。 
・社会的弱者向け基礎技能訓練コースの指導員訓練の体制が構築される。 
・社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのニーズ調査・追跡調査のシステムが確立される。 
・就労支援システムが SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターで確立される。 
・プロジェクトの活動のための関係機関との協力体制が構築される。 
・プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制が構築される。 

これらは、いずれもエクアドル側が現在実施している社会的弱者向け基礎技能訓練コースで不

十分な点である。関係機関と連携をしながらそれぞれの課題の解決を図り、「モデル」を構築する

ことにより、効果的な訓練を実施することが期待できる。従って、本プロジェクトには高い有効

性が認められる。 
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（３）効率性：高い 
本プロジェクトは 2007 年６月に終了した「エクアドル共和国職業訓練改善プロジェクト」（以

下、「前プロジェクト」）を元に形成された案件であり、そこで育成された SECAP の職員や指導

員を活用してカリキュラムや教材の作成、基礎技能訓練コースの実施を行うという、過去の投入

を踏まえた効率的な投入計画となっている。また、隣国のコロンビアやペルーでは社会的弱者に

対する職業訓練が以前から実施されており、技術レベルも高い。本プロジェクトでは基礎技能訓

練を実施するが、技術的な面でのサポートは第三国からの専門家が行い、日本人専門家は計画立

案、運営管理・指導を中心に行うという役割分担により、投入の効率化を図っている。 

また、基礎技能訓練コース受講生の選考や就労支援などについては、既にそれらの活動を実施

している関係機関と連携を行うことにより、関係機関がこれまで蓄積してきたノウハウを活用す

ることができ、効率的である。 

 
（４）インパクト：高い 

ⅰ）上位目標の達成可能性 
エクアドル国は前述したように、大統領の強いイニシアチブの下、社会的弱者向けの職業

訓練サービスの改善に取り組んでいる。JICA もこれを踏まえ、本プロジェクトを通じて社会

的弱者向けの基礎技能訓練コースモデルを確立する。また、同国では起業のための「5-5-5」
や「人材開発」という低金利貸付サービスが提供されており、社会的弱者も無担保で利用で

きる。これに加え、USAID などの他ドナーも社会的弱者への職業訓練・就労支援を行ってい

る。さらに、政府による貧困層への制服支給プログラムや住宅建築プログラムなどにより、

本プロジェクトで対象とする縫製や建築などの基礎的な技術を身につけた人材の需要が既に

高まっている。こうしたプログラムとの相乗効果によって上位目標が達成される見込みは高

い。 
 

ⅱ）裨益対象の規模 
本プロジェクトのカウンターパートとなるのは SECAP 本部の企画部職員 15 人である。彼

らを通じて社会的弱者向け基礎技能訓練コース実施のために新規に雇用された指導員約 100

人が指導員訓練を受けることで能力が向上し、基礎技能訓練コースが実施される。その結果、

プロジェクト期間３年間で約 7,000 人の社会的弱者が基礎技能訓練コースを受講する。さら

に訓練を受けた受講生が就業の機会を得ることにより、産業界にも裨益することが期待でき

る。 
なお、「モデル」がプロジェクト対象外の SECAP 訓練センター（10 ヶ所）に普及すれば、

エクアドル国全土の基礎技能訓練コース受講生（約 28,000 人）に対してもプロジェクトの効

果が発現する。 
 
（５）自立発展性：高い 

ⅰ）政策・制度面 

エクアドルは、大統領の強いイニシアチブのもと、国家開発計画（2007－2010）の中で、

社会的弱者のための低金利貸付サービスのほか、SECAP の機能強化を通じた社会的弱者向け

の職業訓練サービスの改善を重点課題として取り上げている。また、現在審議されている憲

―90―



 

 - 93 -

法も社会的弱者支援を重視した内容になっていることから、今後政策面で大きな変化が起こ

る可能性は少ないと考えられる。よって、本案件の自立発展性は政策・制度面では高いとい

える。 
ⅱ）組織・財政面 

エクアドル政府は、2007 年３月 27 日付け政令 221 号で CNCF が徴収する訓練税の 30％（約

400 万ドル/年）を SECAP が実施する社会的弱者向けの基礎技能訓練に割り当てるとしてい

る。したがって、財政面では安定した予算を組むことができる。組織面においては、本プロ

ジェクト内で社会的弱者向けの基礎技能訓練プログラムを SECAP の中で規程化する作業を

予定しており、その結果、本プログラムは SECAP の中で持続的に行われる可能性が高いと

考える。 
 

ⅲ）技術面 

本プロジェクトでは、前プロジェクトで育成された人材を活用して、産業界や社会的弱者

のニーズに合致した基礎技能訓練コースを計画、実施、評価、改善しうる体制の構築及びこ

れを実施する指導員の育成を狙いとしている。これが達成されることによってプロジェクト

終了後もエクアドル側が独自に技術レベルを維持･向上することが見込まれる。 
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第５章 本格協力実施上の留意点 
 

５－１ 協力対象とする職業訓練センター 

本案件で協力対象とする訓練センターは以下の８つである。 
 

１）CERFIN(北部工業訓練センター) 
２）CCｙSQ（キト商業訓練センター） 
３）CMQS（キト南部総合訓練センター） 
４）CMSDC（サントドミンゴ総合訓練センター） 
５）CEFIA（Centro de Formación Industrial de Ambato：アンバト工業訓練センター） 
６）CEFIC（Centro de Formación Industrial de Cuenca：クエンカ工業訓練センター） 
７）CMI（インバブラ総合訓練センター） 
８）CMA（アマゾニア総合訓練センター） 

 
協力対象訓練センターの選定には主に次の点を考慮している。 
 

１．難民の多い地域（災害難民含む） 
２．先住民族の多い地域 
３．常勤指導員の活用（大規模訓練センター） 
４．実習場のキャパシティー 
５．連携活動予定機関の事務所所在 

 
難民や先住民族が多い地域を選んでいるのは、これら社会的弱者の分布に地域的な偏りがあるか

らである。他の失業者、障害者の分布はおしなべて全国的に偏りが見られない。また、本プロジェ

クトでは、後に述べるように 2007 年に終了した「エクアドル国職業訓練改善プロジェクト」で協力

対象となった CERFIN をはじめとする大規模訓練センターで育成された人材（常勤指導員）を活用

して、基礎技能訓練コースのための教材やカリキュラムの作成を予定しており、これらのセンター

も本プロジェクトの対象に含める。また、複数分野の社会的弱者訓練が実施できるほどの実習場の

キャパシティーがあることも必要である。同時に、多岐に亘る訓練候補者のリストの作成や就労支

援における活動に、UNHCR や CONADIS などの関係機関との連携が不可欠であるため、協力対象

訓練センターのある都市に関係機関の事務所があることが望まれる。 
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 98

５－２ 連携体制 

本プロジェクトでは、訓練対象者が多岐にわたるため、その訓練参加者の選考や訓練、就業支援を

行うにあたり、各専門機関との連携体制の確立が必要となる。 

難民に関しては、UNHCR やその実施パートナーと連携をすることで、先方と合意が得られた。ま

た UNHCR は難民のデータベースを持ち、その情報についても共有することが合意された。UNHCR

のパートナーのうち NGO である HIAS では弁護士、心理学者、社会心理士等が常駐しており、就業

にかかる法的支援、精神的ケアを必要とする難民のための支援を依頼することが可能である。また、

当 NGO はすでに就職支援活動も行っている。 

障害者に関しては、CONADIS との連携について合意が得られた。CONADIS や、その傘下にある

各障害者協会及び労働雇用省（障害者ユニット）と連携し活動する。いずれの機関でも、弁護士、心

理学者、社会心理士等が常駐しており、就業にかかる支援や障害者の精神的ケアも得ることができる。 

失業者に関しては、労働雇用省就職支援課との連携が合意された。就職支援課は、電話とインターネ

ットで就職に関する情報を発信し、訪問してきた就職希望者に対して就職案内を行っている。プロジ

ェクトは市場の技術ニーズの入手や、受講者に対する就労支援サービスとの連携を期待できる。 

一方で、起業に必要なマイクロクレジットは下表 11 にあげられるものが提供されており、中でも

５－５－５融資は多くの中小規模の融資を提供している。起業支援にあたり、これらマイクロクレジ

ットの紹介・アクセス支援を行うことが予定されている。 

SECAP はこれら関係機関と委員会（Comité Inter-institucional）を設置し、少なくとも３ヶ月に１回

開催し、情報交換をする予定である。また、国外では就労支援活動や社会的弱者向けのコースも行っ

ているコロンビアの国家職業能力開発機構（Servicio Nacional de Aprendizaje: SENA）やペルーの国家

工業研修機構（Servicio Nacional de Adiestramiento en Trabajo Industrial: SENATI）にも協力を依頼する

計画であり、これらの機関から社会的弱者向け職業訓練の経験を持った人の派遣などを検討する。 

 

図５．ニーズ調査、追跡調査、就業支援、コース開発のための連携活動 

①難民 

 

②障害者 

 

 

 

その他（失業者、先住民族等） 

 

 

ＳＥＣＡＰ
(企画部、訓練センター) 

・ コースの情報提供、実施 
・ コースの共同開発 
・ 調査用紙の開発、提供 
・ 修了者の情報提供 

外務省、UNHCR、IOM 
(HIAS*、 FAS*等) 

・ コース受講者の選考 
・ ニーズ、追跡調査の実施、情報提供 
・ コースの共同開発 
・ 修了者の就労支援 

ＳＥＣＡＰ
(企画部、訓練センター) 

・ コースの情報提供、実施 
・ コースの共同開発 
・ 調査用紙の開発、提供 
・ 修了者の情報提供 

CONADIS、労働雇用省 
(FENEDIF、CEPRODIS 等) 

・ コース受講者の選考 
・ ニーズ、追跡調査の実施、情報提供 
・ コースの共同開発 
・ 修了者の就労支援 
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③ その他（失業者、少数民族等） 

 

 

 

 

 

 
 
注：* いずれも UNHCR のパートナー。 
１．当該地域の県庁、市役所、NGO 等の連携は各訓練センターが担当する。企画部は、連携活動の指導と他センターの実例を紹介

するに止まる。 
２．就労支援活動に勧業銀行、金融公社等の金融機関の協力も要請する予定である。 
３．就労支援活動には、起業のためのマイクロクレジット、スタートキット等の提供及び指導を含む。 
４．連携活動は、関係機関により構成される委員会を通じて実施する計画である。 
５．IOM は、難民の他にエクアドルの社会的弱者に対しても支援活動を実施している。 

 

 

ＳＥＣＡＰ
(企画部、訓練センター) 

・ コースの情報提供、実施 
・ コース受講者の選考 
・ ニーズ、追跡調査の実施 
・ 調査用紙の開発、提供 
・ コースの共同開発 
・ 修了者の就労支援 

地方官庁、その他団体 
（県庁、市役所、NGO 等） 

・ コース受講者の選考 
・ ニーズ、追跡調査の実施、情報提供 
・ コースの共同開発 
・ 修了者の就労支援 

―97―



 

 

表
1
2
．
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ト
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関
名
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地
域

 
融
資
名
称

 
融
資
先

 
条
件
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書
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国

 
5-
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融
資
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ヶ
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ド
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立
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者

 

 

融
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期
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3
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ま
で
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子
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年
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的
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の
購
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担
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人
的
担
保
（

1,
20

1
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上
物
的
担
保
）

身
分
証
明
書

 

投
票
証
明
書

 

動
産
・
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産
所
有
証
明
書

 

障
害
者
証
明
書

 

資
本
財
購
入
見
積
書
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ci
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l) 

全
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ト
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つ
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（
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み
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資
額
：

50
0
ド
ル
～
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0
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固
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va
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日
融
資
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会
的
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者
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（
特
に
、
難
民
に
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資
）

 

融
資
額
：
第

1
回

目
融
資

45
0
ド
ル
ま
で

 

期
 
間
：

8
ヶ
月

 

利
 
子
：
年

26
.5

%
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分
証
明
書

 

公
共
サ
ー
ビ
ス
領
収
書

 

住
所
略
図

 

投
資
計
画
書

 
出

典
：

JI
C

A
調

べ
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：

各
地

に
マ
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ッ
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を
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協
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体
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あ
る
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、

融
資

条
件

等
は

そ
れ

ぞ
れ

異
な

る
。
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５－３ 関連諸機関の動向 

（１）CEPRODIS 

重度障害者の職業訓練と就労支援を行っている。本プロジェクトでは、対象者が多岐にわたり、

そのすべてのニーズに合致するコースを開講することは事実上不可能である。したがって、訓練が

受けられないほどの重度の障害をもつ人々は本プロジェクトで開講する基礎技能訓練コースには

参加できないことになるが、CEPRODIS が職業訓練や就労支援を実施しているため、本プロジェ

クトとの補完関係が構築される。 

 

（２）UNHCR 

UNHCR の実施パートナーの１つである HIAS は難民認定されている難民に対して面接を行った

後、SECAP や他の団体が行っている職業訓練コースを紹介して、職業訓練支援を行っている。就

職支援も最近開始されており、企業と求職者のリストを作り、マッチングを行っている。エクアド

ル人の間に誤解が生じ難民の就職が困難になる場合には、難民の就職希望先に出向き、難民認定を

受けている旨を伝えるとともに、合法的に働くことができるといった説明を行うことで、就職支援

を行っている。 

本プロジェクトはコース受講候補者リストの作成について、SECAP の基準に則り、協力するこ

とで合意している。 

 

（３）IOM 

移住者に対し IOM の費用で SECAP の訓練が行われた経験がある。就業支援については、

Programa de Retorno Voluntario というプログラムがあり、外国に出稼ぎに行っていたエクアド

ル人が帰国した際に数千ドルの資金を貸与するというマイクロクレジットを提供している。このよ

うなプログラムの紹介を SECAP のコースの中で行う。さらに、IOM はこういったプログラムに

より起業した人々の追跡調査を行っているので、この情報も SECAP に提供することが可能である。 
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添付資料 

 
 

 １ 協力対象予定センター職員数（2008 年 3 月末現在） 

２ 各職業訓練センターの社会的弱者予算 

３ 機材供与対象センター・技術分野 

４ ミニッツ（英文） 

５ ミニッツ（西文） 

 



（１）  協力対象予定センター職員数（2008 年 3 月末現在） 

 
（１）CERFIN（北部地域工業訓練センター） 

分野別指導員  
事務職員 

電気電子 機械金属 自動車整備 建築木工 皮革革靴 
合計 

職員数 21 11 11 10 5 1 

計 21 38 
59 

 
（２）CCSQ（キト商業サービスセンター） 

分野別指導員  
事務職員 

情報 商業 サービス 
合計 

職員数 11 0 0 2 

計 11 2 
13 

注：サービス業の指導員 2 名は調理科の指導員。 

 
（３）CMMQS（キト女性総合訓練センター） 

分野別指導員  
事務職員 

工業縫製 自動車整備 商業 サービス 手工芸 情報 
合計 

職員数 8 2 1 0 0 0 0 

計 8 3 
11 

 
（４）CEFIA（アンバット工業訓練センター） 

分野別指導員  
事務職員 

電気電子 機械金属 自動車整備 皮革革靴 商業 情報 
合計 

職員数 19 3 4 4 2 2 0 

計 19 15 
34 

注：商業分野にサービス科も含む。この他に、農産加工業、建築、手工芸分野もあり。 

（５）CEFIC（クエンカ工業訓練センター） 

分野別指導員  
事務職員 

電気電子 機械金属 自動車整備 工業縫製 建築木工 商業 
合計 

職員数 13 3 5 3 1 1 3 

計 13 15 
34 

注：商業分野にサービス科及び情報科も含む。この他に、建築、農産加工業分野もあり。事前評価調査時に本セン

ターに対する協力を確定。 

 

付属資料１．協力対象予定センター職員数（2008 年 3 月末現在） 
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（６）CMI（インバブラ総合訓練センター） 

分野別指導員  
事務職員 

電気電子 機械金属 自動車整備 工業縫製 建築木工 商業 
合計 

職員数 9 0 1 1 0 0 2 

計 9 4 
13 

注：商業分野にサービス科も含む。 

 
（７）CMST（サントドミンゴ総合訓練センター） 

分野別指導員  
事務職員 

電気電子 機械金属 自動車整備 工業縫製 建築木工 商業 
合計 

職員数 8 0 0 1 0 0 0 

計 8 9 
9 

注：商業分野にサービス科も含む。この他に、建築、農産加工業、手工芸分野もあり。 

 
（８）CMA（アマゾン総合訓練センター） 

分野別指導員  
事務職員 

電気電子 機械金属 自動車整備 工業縫製 建築木工 商業 
合計 

職員数 6 0 1 0 0 0 1 

計 6 2 
8 

注：商業分野にサービス科も含む。この他に、建築、農産加工業、手工芸分野もあり。 

 
注：１．指導員が配置されていないセンター又は分野は、全て非常勤指導員で対応。 
  ２．事務職員に社会的弱者の職業訓練のための普及員を含む。 
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（２） 各職業訓練センターの社会的弱者予算 

2006 2007 2008

0 6,000 不動産賃貸費

歳　出

賃貸費 0

予算科目

非常勤指導員謝金 0 80,745

年　度

CERFIN社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　

75,375

備　　　　考予　算

6,339

0 5,362

3,577

出張旅費 0 14,060 1,200

資本財費 0 121,709 0

552,030

什器購入費

162,800合　　計 0

警備、掃除費等 0

維持管理費 0

19,050

0

公共サービス 0

広報費

0

消耗品費 0 84,985 64,947

110,765

120,716

 
 

2006 2007 2008

合　　計 0 1,366,647 261,322

資本財費 0 423,197 0 什器購入費

消耗品費 0 280,896 128,044

9,550

不動産賃貸費賃貸費 0 6,900 8,220

0

出張旅費 0 119,536 2,850

広報費 0 0 6,561

97,960

公共サービス 0 14,725 8,137

歳　出

非常勤指導員謝金 0 283,328

警備、掃除費等 0 109,115

維持管理費 0 128,950

予　算 予算科目
年　度

備　　　　考

CEFIA社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　

 

付属資料２．各職業訓練センターの社会的弱者予算 

―103――105―



2006 2007 2008

賃貸費

637,543 366,647

資本財費 0 255,700 0 什器購入費

1,431歳　出 維持管理費 0 17,698

合　　計 0

消耗品費 0 162,610 191,740

その他 0 0 1,459

0 2,400 2,000 不動産賃貸費

0

出張旅費 0 39,000 2,728

警備、掃除費等 0 36,900

広報費 0 0 11,503

154,757

公共サービス 0 9,140 1,029

非常勤指導員謝金 0 114,095

予　算 予算科目
年　度

備　　　　考

CEFIC社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　

 

2006 2007 2008

合　　計 0 409,804 157,346

什器購入費資本財費 0 160,000 0

歳　出

不動産賃貸費

消耗品費 0 60,834 50,408

賃貸費 0 0 0

1,614

維持管理費 0 24,000 715

出張旅費 0 17,500

9,609

警備、掃除費等 0 90,850 0

広報費 0 0

95,000

公共サービス 0 4,120 0

非常勤指導員謝金 0 52,500

予　算 予算科目
年　度

備　　　　考

CCｙSQ社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　
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2006 2007 2008

什器購入費

合　　計 0 506,351 146,487

資本財費 0 205,000 0

不動産賃貸費

消耗品費 0 95,000 82,208

賃貸費 0 41,000 10,856

1,855

維持管理費 0 30,000 8,792

1,920

警備、掃除費等 0 48,043 0

40,856

公共サービス 0 0 0

歳　出

非常勤指導員謝金 0 59,063

広報費 0 0

出張旅費 0 28,245

予　算 予算科目
年　度

備　　　　考

CMQS社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　

 

2006 2007 2008

CMI社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　

予　算 予算科目
年　度

備　　　　考

歳　出

非常勤指導員謝金 0 173,553

広報費 0 0

出張旅費 0 35,700

137,250

公共サービス 0 3,000 0

7,722

警備、掃除費等 0 42,515 0

1,788

維持管理費 0 18,550 0

不動産賃貸費

消耗品費 0 81,000 101,920

賃貸費 0 10,000 0

什器購入費

合　　計 0 528,245 248,680

資本財費 0 163,927 0

 
 

―105――107―



2006 2007 2008

CMA社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　

予　算 予算科目
年　度

備　　　　考

歳　出

非常勤指導員謝金 0 118,470

広報費 0 0

出張旅費 0 24,900

65,549

公共サービス 0 2,195 2,346

20,303

警備、掃除費等 0 137,553 0

2,148

維持管理費 0 8,400 3,648

不動産賃貸費

消耗品費 0 209,715 116,631

賃貸費 0 4,060 6,000

什器購入費

合　　計 0 676,785 216,625

資本財費 0 171,492 0

 

2006 2007 2008

CMSD社会的弱者の職業訓練年間予算
単位: 米ドル 　

予　算 予算科目
年　度

備　　　　考

歳　出

非常勤指導員謝金 0 167,450

広報費 0 0

出張旅費 0 7,200

34,335

公共サービス 0 0 0

3,057

警備、掃除費等 0 16,500 0

227

維持管理費 0 2,000 1,431

不動産賃貸費

消耗品費 0 75,267 55,510

賃貸費 0 1,800 0

什器購入費

合　　計 0 368,237 94,560

資本財費 0 98,020 0
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（
３
）
機
材
供
与
対
象
セ
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ー
・
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術
分
野
 

注
意

事
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１
．

 
協
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．
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．
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（４） 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

担当部：人間開発部高等教育・社会保障グループ高等・技術教育課 

1. 案件名： 

（和文名称）エクアドル国「社会的弱者のための職業訓練強化プロジェクト」 

（英文名称）Project on Strengthening of the Occupational Training for the 

Vulnerable Sector 

2. 協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトでは、エクアドル国（以下、「エ」国）の職業能力開発機構

（SECAP）において、2007 年まで SECAP をカウンターパート機関として実施した

技術協力プロジェクト「職業訓練改善計画」で得た知見、構築された SECAP と

の信頼関係、育成された人材を活用して、難民や障害者などの社会的弱者向け

の基礎技能訓練モデルと普及体制が構築されることを目的とする。そのため、

社会的弱者のニーズに合致したカリキュラム・教材の開発、実習用機材の整備、

社会的弱者向け基礎技能訓練コース実施のために新規に雇用された指導員の質

の向上、就労支援及び社会的弱者を支援する関係機関との協働体制の構築をプ

ロジェクトで目指し、社会的弱者向け基礎技能訓練モデルを確立する。 

 

(2) 協力期間（予定）：2008 年 10 月～2011 年 9 月(3 年間) 

 

(3) 協力総額（日本側）：2.7 億円 

 

(4) 協力相手先機関：職業能力開発機構（SECAP） 

 

(5) 国内協力機関：特になし 

 

(6) 裨益対象者及び規模等 

 1)直接裨益者 

• SECAP 企画部職員（15 人）1 

• 全国 8箇所の SECAP 訓練センターの指導員（100 人）及び普及員（34 人）
2 

 2)間接裨益者 

                                                  
1 2008 年 5 月から 6 月にかけて実施された事前評価調査時の人数。プロジェクト開始後、

人数は変動する可能性がある。 
2 社会的弱者向け基礎技能訓練コースのコミュニティレベルでの広報活動を行うほか、ニ

ーズ調査・追跡調査を行う。なお、人数は事前評価調査時の人数。 
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• 基礎技能訓練コース受講生（約 7,000 人） 

• 周辺産業界 

• 協力対象 SECAP 訓練センター（8箇所）のある地域（6都市） 

3. 協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

「エ」国では人口約 1300 万人の 40.8%が 1 日の所得が 2 ドル以下の貧困層に

よって占められており（コロンビア 17.8%、ペルー30.6%）3、ジニ係数も 53.64に

のぼるなど貧困層と富裕層との格差が深刻な社会問題となっている。貧困層の

多くはコロンビアからの難民、障害者、先住民などの社会的弱者であり、基礎

技能を持たないことから安定した職に就けずに貧困から脱却出来ない状況にあ

る。 

「エ」国政府は、社会的弱者支援の一環として SECAP に社会的弱者向け基礎

技能訓練実施の機能を持たせ、2007 年より全国 18 の SECAP 訓練センターにおい

て、訓練コース受講可能な身体的能力・学習能力を有する社会的弱者を受け入

れ始めた（重度障害者等は他のプログラム（詳細は「3.-(3)」）により支援を受

けている）。 

しかし、SECAP 自身は従来産業人材育成を目的とした職業訓練を行う機関であ

ったことから社会的弱者向けの基礎技能訓練コースを実施した経験がなく、①

カリキュラム及び教材の不備、②実習用機材の不備、③本コース実施のために

新規に雇用された指導員の質の低さ、④就労支援の問題が顕在化してきている。

かかる状況を改善するために、難民や障害者など社会的弱者を支援する関係

機関（国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）、国家障害者審議会（CONADIS）、労

働雇用省など）との協働体制を構築し、「エ」国政府が実施する他の社会的弱者

支援プログラムにより就労が見込める分野（詳細は「5-(4)-i）」）などを対象と

した社会的弱者のための基礎技能訓練コースのモデル開発とモデルの普及体制

の整備が急がれている。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

2007 年 1 月に誕生したコレア政権は、国家開発計画（2007 年-2010 年）で、

SECAP の機能強化による社会的弱者向けの職業訓練サービスの改善を掲げ、国家

職業訓練審議会（CNCF）が徴収する訓練税の 30%（約 400 万ドル/年）を SECAP

が実施する社会的弱者向けの基礎技能訓練に割り当てるなど、社会的弱者の就

業・起業を支援する政策を打ち出している。また、「社会アジェンダ 2008」にも、

労働雇用省はフォーマル及びインフォーマルセクターに向けた集中的な職業訓

                                                  
3 国連開発計画（2008）『人間開発報告書 2007/2008』 
4 同上 
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練を行い、社会的弱者向けの基礎技能訓練に取り組むことが明記されている。 

本プロジェクトは社会的弱者向けの基礎技能訓練の強化を支援するものであ

り、「エ」国国家政策と合致している。 

 

(3) 他ドナー・関係機関との関係 

 「エ」国では、本プロジェクトの他にも他ドナーや関係機関により、多くの

社会的弱者支援プログラムが実施されているので、本プロジェクトではこれら

のプログラムと有機的な補完関係を構築する。 

UNHCR と実施パートナー（現地の NGO など）、国際移住機関（IOM）からは本プ

ロジェクトに対し、受講生の推薦や社会・心理面での配慮などのサポート、ニ

ーズ調査、追跡調査実施に対して協力を得る。 

一方、本プロジェクトでは対象としない重度障害者に対しては経済社会統合

省管轄の CEPRODIS（障害者保護センター）や、文部省管轄の特殊学校が職業訓

練を実施しており、本プロジェクトと補完関係にある。また障害者の職業訓練・

就業支援は USAID などの支援を受けて CONADIS（国家障害者審議会）管轄の

FENEDIF（肢体障害者協会）も行っている。 

また、山岳部の農民なども本プロジェクトの対象から外れるが、農業牧畜漁

業省（MAGAP）が農業技術の訓練を農民に対して行っており、さらに SECAP も本

プロジェクト対象外のコースで農業技術の訓練を行っているため、これらの訓

練とも本プロジェクトと補完関係を構築する。 

 

(4) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラ

ムにおける位置付け） 

我が国の対「エ」国国別援助計画及び JICA の対「エ」国国別事業実施計画で

は援助重点分野として「貧困対策」が挙げられており、本プロジェクトはその

中の「社会的弱者の生計向上」プログラムの中に位置づけられている。本プロ

ジェクトは基礎技能訓練、就労支援を通した社会的弱者の生計向上を目的とし

ており、貧困対策に貢献することが期待される。従って、本プロジェクトは我

が国の対「エ」国支援策に合致している。 

4. 協力の枠組み 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

1) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

社会的弱者向けの基礎技能訓練モデル（以下、「モデル」という）が SECAP

本部とプロジェクト対象訓練センターで構築され、その普及体制が

SECAP 本部にて確立される。 

（指標・目標値） 
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1)-1. 「モデル」をもとに改訂された SECAP の技術教務規程。 

1)-2. SECAP 訓練センター向けの「モデル」の実施要領。 

1)-3. 「モデル」普及のための要員が SECAP 本部に配置されている。 

1)-4. 基礎技能訓練コース受講生と就職先企業の基礎技能訓練コースに

対する満足度が上がる。 

 

2) 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

「モデル」が SECAP 全訓練センター（18 ヶ所）に普及し、社会的弱者

向けの基礎技能訓練が実施され、社会的弱者の就労機会が増加し、生計

が向上する。 

（指標・目標値） 

2)-1. カリキュラムと教材が SECAP 全訓練センターに配布され、使用さ

れる。 

2)-2. 社会的弱者の就労機会の増加（就職率の改善）。 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

【成果①： 社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、実習

場が改善される。】 

（指標・目標値） 

①-1. 少なくとも 300 の社会的弱者向け基礎技能訓練コースが SECAP 訓練セ

ンターで試行される。 

①-2. 各基礎技能訓練コース終了時の評価結果に基づき、カリキュラム及び

教材が改訂され、基礎技能訓練コースの内容が見直される。 

①-3. 基礎技能訓練コース受講者のコース修了後の満足度が上がる。 

（活動） 

①-1. 訓練科目のカリキュラム及び教材の開発のための実施要領を作成す

る。 

①-2. 活動①-1 に基づき、カリキュラム及び教材を開発する。 

①-3. 必要な機材を SECAP 訓練センターの実習場に整備する。 

①-4. SECAP 訓練センターにおいて開発されたカリキュラム、教材、整備さ

れた機材を使用して基礎技能訓練コースを実施する。 

①-5. 基礎技能訓練コースの評価を行う。 

①-6. 評価結果に基づいてカリキュラムや教材を改訂し、基礎技能訓練コー

スの内容を見直す。 

①-7. 以上の活動に基づき、改訂されたカリキュラムや教材、基礎技能訓練

コース実施に必要な機材について、SECAP の技術教務規程へ反映し、
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「モデル」の実施要領を作成する。 

 

【成果②： 社会的弱者向け基礎技能訓練コースの指導員訓練の体制が構築され

る。】 

（指標・目標値） 

②-1. 100 人以上の指導員が訓練される。 

②-2. 基礎技能訓練コース受講者の指導員に対する満足度が上がる。 

（活動） 

②-1. 指導員訓練のための実施要領を作成する。 

②-2. 指導員訓練のためのカリキュラム及び教材を開発する。 

②-3. 指導員訓練コースを実施する。 

②-4. 以上の活動に基づき、指導員訓練コースの実施に必要なカリキュラム

や教材について、SECAP の技術教務規程へ反映し、「モデル」の実施要

領を作成する。 

 

【成果③： 社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのニーズ調査・追跡調査のシ

ステムが確立される。】 

（指標・目標値） 

③-1. SECAP 普及員により、ニーズ調査・追跡調査が UNHCR などの関係機関

の協力のもと、2回以上実施される。 

③-2. ニーズ調査・追跡調査についての取り決めが技術教務規程に反映され、

ニーズ調査・追跡調査実施要領が作成される。 

（活動） 

③-1. SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターにおいてニーズ調査・追跡調査

のための組織体制を構築する。 

③-2. ニーズ調査・追跡調査の実施要領を作成する。 

③-3. 活動③-2 に基づき、SECAP 普及員がニーズ調査・追跡調査を UNHCR な

どの関係機関と実施する。 

③-4. 調査結果をまとめ、SECAP 訓練センターにフィードバックし、社会的

弱者向け基礎技能訓練コースに反映させる。 

③-5. 以上の活動に基づき、ニーズ調査・追跡調査について SECAP の技術教

務規程へ反映し、「モデル」の実施要領を作成する。 

 

【成果④： 就労支援システムが SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターで確立さ

れる。】 

（指標・目標値） 
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④-1. 基礎技能訓練コース受講者の就労支援についての満足度が上がる。 

④-2. 就労支援についての実施要領。 

（活動） 

④-1. SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターに就労支援のための組織体制を

構築する。 

④-2. SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターがマイクロクレジットに係る情

報をまとめ、社会的弱者向け基礎技能訓練コース受講生に提供する。

④-3. SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターが就労に係る情報をまとめ、社

会的弱者向け基礎技能訓練コース受講生に提供する。 

④-4. 以上の活動に基づき、就労支援について、「モデル」の実施要領を作成

する。 

 

【成果⑤： プロジェクトの活動のための関係機関との協力体制が構築される。】

（指標・目標値） 

⑤-1. 成果③、④に示された活動のための関係機関との委員会が設立され、3

ヶ月に一度以上開催される。 

⑤-2. 基礎技能訓練コース受講生選考のための関係機関との委員会が設立さ

れ、3ヶ月に一度以上開催される。 

（活動） 

⑤-1. 成果③、④に示された活動のための関係機関との委員会を設立する。

⑤-2. 基礎技能訓練コース受講生選考のための関係機関との委員会を設立す

る。 

⑤-3. 以上の活動に基づき、関係機関との協力体制について「モデル｣の実施

要領を作成する。 

 

【成果⑥： プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制が構築される。】 

（指標・目標値） 

⑥-1. SECAP 本部に「モデル」の普及のための要員が配置される。 

（活動） 

⑥-1. SECAP 本部に「モデル」普及のための組織体制を構築する。 

⑥-2. 「モデル」普及のための実施計画を作成する。 

⑥-3. 同実施計画の遂行のために必要なリソースの確保に向けた準備を行

う。 

 

(3) 投入（インプット） 

1) 日本側（総額 2.7 億円） 
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1. 専門家派遣 

派遣分野： 総括/職業訓練管理、ニーズ・追跡調査/訓練計画、連携活動/

業務調整 

2. 供与機材 

SECAP によるニーズ調査実施後に訓練科目が特定されるが、現在想定され

ているのは、縫製、建築、調理、機械金属、電気電子、自動車整備に係る

基礎技能分野。これらの分野で必要とされる訓練機材を供与する予定。 

3. 第三国からの専門家派遣（3名×1月×3年） 

訓練科目特定後、第三国からの専門家の分野を特定。 

4. 第三国での研修（3名×1月×3年） 

訓練科目特定後、第三国での研修分野を特定。 

5. 在外事業強化費 

プロジェクトの活動に必要な経費。 

 

2) 「エ」国側 

1. カウンターパートの配置 

1.1 プロジェクトダイレクター 

1.2 プロジェクトマネージャー 

1.3 各職業訓練センターの所長 

1.4 社会的弱者向け基礎技能訓練コースを実施する指導員 

2. プロジェクト実施のために必要な「エ」国側予算 

3. 施設の提供 

3.1 SECAP 訓練センターの社会的弱者向け基礎技能訓練コース実施のた

めの教室、実習場 

3.2 専門家の執務室及び備品 

3.3 車輌 

 

*社会的弱者への社会的・心理的配慮は、UNHCR、CONADIS などの関係機関で働い

ているソーシャルワーカーや心理学者の協力により実施。 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 前提条件 

1. 関係機関がプロジェクトに協力する。 

2) 成果（アウトプット）達成のための外部条件 

1. 社会的弱者向け基礎技能訓練のための予算が確保される。 

3) プロジェクト目標達成のための外部条件 
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1. 関係機関が継続的にプロジェクトに協力を行う。 

4) 上位目標達成のための外部条件 

1. 「エ」国の経済状況が悪化しない。 

2. 「エ」国政府の社会的弱者向け基礎技能訓練に関する政策が維持さ

れる。 

 

5．評価 5項目による評価結果 

 

(1) 妥当性：高い 

i) 政策・国家開発計画との整合性 

2007 年に発足したコレア政権は、国家開発計画（2007-2010）の中で、「社会

的弱者を含む全ての国民の職業能力開発を図り、雇用・生産の一翼を担う」と

謳っており、その任を担う機関として SECAP が挙げられている。また、社会的

弱者を対象とした基礎技能訓練は昨年から開始されており、まさに本政策の優

先度を示している。 

 

ii) 案件の適切性 

 本プロジェクトでは、基礎技能訓練コースの受講対象者を貧困層に属する難

民、障害者、失業者、先住民などの社会的弱者としており、人間の安全保障を

踏まえたプロジェクトとなっている。難民や障害者に対する訓練も基礎技能訓

練コースの中に包含されて実施されており、エクアドル社会への融和を促進さ

せる方策となっている。 

 

iii) 協力対象訓練センター選定の適切性 

 本プロジェクトの協力対象訓練センター（8ヶ所）は、いずれも社会的弱者の

多い地域に所在するセンターである。また、「エ」国は北部、中央部、沿岸部、

アマゾン部と分けられるが、それぞれの地域で中心となるセンターが一つずつ、

加えてキトなどの大都市にあるセンターが選定され、国全体でのバランスが考

えられている。 

 

iv) 国別事業実施計画との整合性 

 JICA の対「エ」国国別事業実施計画では、「貧困対策」が重点分野となってい

る。本プロジェクトでは社会的弱者が基礎技能訓練を通じて就労の機会を得て、

生計が向上することにより、貧困削減を目指す。従って、本プロジェクトは JICA

の対「エ」国支援策に合致している。 
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(2) 有効性：高い 

 本プロジェクトの目標は、社会的弱者向けの基礎技能訓練モデルとその普及

体制が SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターに構築されることである。このモ

デル構築のために、以下の成果の発現を目指す。 

① 社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのカリキュラム、教材、実習場が改

善される。 

② 社会的弱者向け基礎技能訓練コースの指導員訓練の体制が構築される。 

③ 社会的弱者向けの基礎技能訓練コースのニーズ調査・追跡調査のシステム

が確立される。 

④ 就労支援システムが SECAP 本部、及び SECAP 訓練センターで確立される。

⑤ プロジェクトの活動のための関係機関との協力体制が構築される。 

⑥ プロジェクトで開発された「モデル」の普及体制が構築される。 

 これらは、いずれも「エ」国側で現在実施されている社会的弱者向け基礎技

能訓練コースで不十分な点である。関係機関と連携をしながらそれぞれの課題

の解決を図り、「モデル」を構築することにより、効果的な訓練を実施すること

が期待できる。従って、本プロジェクトには高い有効性が認められる。 

 

(3) 効率性:高い 

 本プロジェクトは 2007 年 6 月に終了した「エクアドル共和国職業訓練改善プ

ロジェクト」（以下、「前プロジェクト」）を元に形成された案件であり、そこで

育成された SECAP の職員や指導員を活用してカリキュラムや教材の作成、基礎

技能訓練コースの実施を行うため、過去の投入を踏まえた効率的な投入計画と

なっている。また、隣国のコロンビアやペルーでは社会的弱者に対する職業訓

練が以前から実施されており、技術レベルも高い。本プロジェクトでは基礎技

能訓練を実施するが、技術的な面でのサポートは第三国からの専門家が行い、

日本人専門家は計画立案、運営管理・指導を中心に行うという役割分担により、

投入の効率化を図る計画となっている。 

 また、基礎技能訓練コース受講生の選考や就労支援などについては、既にそ

れらの活動を実施している関係機関と連携を行うことにより、関係機関がこれ

まで蓄積してきたノウハウを活用することができ、効率的である。 

 

(4) インパクト:高い 

i) 上位目標の達成可能性 

 「エ」国は前述したように、大統領の強いイニシアチブの下、社会的弱者向

けの職業訓練サービスの改善に取り組んでいる。JICA もこれを踏まえ、本プロ

ジェクトを通じて社会的弱者向けの基礎技能訓練コースモデルを確立する。ま
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た、「エ」国では起業のための「5-5-5」や「人材開発」という低金利貸付サー

ビスが提供されており、社会的弱者も無担保で利用できる一方、USAID などの他

ドナーも社会的弱者への職業訓練・就労支援を行っている。さらに、政府によ

る貧困層への制服支給プログラムや住宅建築プログラムなどにより、本プロジ

ェクトで対象とする縫製や建築などの基礎的な技術を身につけた人材の需要が

既に高まっている。こうしたプログラムとの相乗効果によって上位目標が達成

される見込みは高い。 

  

ii) 裨益対象の規模 

本プロジェクトのカウンターパートとなるのは SECAP 本部の企画部職員 15人

であるが、彼らを通じて社会的弱者向け基礎技能訓練コース実施のために新規

に雇用された指導員約 100 人が指導員訓練を受け、能力が向上され、基礎技能

訓練コースが実施される。その結果、プロジェクト期間 3 年間で約 7,000 人の

社会的弱者が基礎技能訓練コースを受講する。さらに訓練を受けた受講生が就

業の機会を得ることにより、産業界にも裨益することが期待できる。 

なお、「モデル」がプロジェクト対象外の SECAP 訓練センター（10 ヶ所）に普

及すれば、「エ」国全土の基礎技能訓練コース受講生（約 28,000 人）に対して

もプロジェクトの効果が発現する。 

 

(5) 自立発展性：高い 

i） 政策・制度面 

 「エ」国は、大統領の強いイニシアチブの下、国家開発計画（2007-2010）の

中で、社会的弱者のための低金利貸付サービスのほか、SECAP の機能強化を通じ

た社会的弱者向けの職業訓練サービスの改善を重点課題として取り上げてい

る。また、現在審議されている憲法も社会的弱者支援を重視した内容になって

いることから、今後政策面で大きな変化が起こる可能性は少ないと考えられる。

よって、本案件の自立発展性は政策・制度面では高いといえる。 

 

ii） 組織・財政面 

「エ」国政府は、2007年 3月 27日付け政令221号で全国職業訓練審議会（CNCF）

が徴収する訓練税の 30%（約 400 万ドル/年）を SECAP が実施する社会的弱者向

けの基礎技能訓練に割り当てるとしている。したがって、財政面では安定した

予算を組むことができる。組織面においては、本プロジェクト内で社会的弱者

向けの基礎技能訓練プログラムをSECAPの中で規程化する作業を予定しており、

その結果、本プログラムは SECAP の中で持続的に行われる可能性が高いと考え

る。 
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iii） 技術面 

 本プロジェクトでは、前プロジェクトで育成された人材を活用して、産業界

や社会的弱者のニーズに合致した基礎技能訓練コースの計画、実施、評価、改

善する体制の構築及びこれを実施する指導員の育成を狙いとしている。これが

達成されることによってプロジェクト終了後も「エ」国側が独自に技術レベル

を維持･向上することが見込まれる。 

6. 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトは社会的弱者を対象としており、貧困削減に直接寄与する案

件であるといえる。また縫製や調理など女性が参加しやすい分野での基礎技能

訓練コースを実施することにより、ジェンダーバランスを考慮した案件となっ

ている。環境への影響は特に想定されない。 

 

7. 過去の類似案件からの教訓の活用 

JICA は 2002 年から 2007 年にかけて SECAP を対象とした職業訓練案件（「前プ

ロジェクト」）を実施した。この間、度重なる政権の交代を経験したものの、プ

ロジェクトが当初の計画通りの成果を出せたのは、的確な受益者ニーズを把握

していたからであると考えられる。従って本プロジェクトでは、SECAP にニーズ

調査体制を確立することにより、受益者のニーズを常に汲み取れる体制を整え、

自立発展的な組織運営体制の確立に努める。 

 

８．今後の評価計画 

 2009 年 12 月頃 運営指導調査 

 2011 年 3 月頃 終了時評価調査 

 プロジェクト終了後 3年 事後評価 
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